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 高効率発電と熱供給を複合的に行う場合のバランスの検討 

基本的にはトレードオフの関係にある高効率発電と熱供給を複合的に行う場合のバ

ランスについて、下図に示す検討を実施した。 

 

 

図Ⅲ-1-(2)- 1 高効率発電と熱供給のバランスの検討対象について 

本検討の対象＝①ボイラ蒸気 及び ②抽気蒸気 

 

 

 

 「①ボイラ蒸気」及び「②抽気蒸気」は蒸気の一部を熱供給に用いて残りを

発電に用いうる点で、熱需要が相対的に少ない場合や季節的に変動がある場

合に適合しやすいので、採否を検討可能な場合が多いと考えられる。そこで、

まずは発電と外部熱供給のバランスの一般的な傾向を整理した。（１）項） 

 

① ボイラ蒸気（２）項） 

 ボイラ蒸気の高い温度・

圧力を有効に活用可能

な用途への供給が望ま

れる。 

 有望な方策として火力

発電との結合と産業（製

造業）利用について最近

の研究事例を整理した。 

②抽気蒸気（３）項） 

 地域熱供給（民生需要）への供給は既存検討事

例も存在し、蒸気式の熱源として清掃工場から

蒸気を供給することが CO2削減の観点から有効

であるとの指摘もある。 

 一方で、民生需要に対しては、コジェネなどの

分散型エネルギー、電気式を含むヒートポンプ

技術の性能の向上、個別分散型空調システムの

普及などもみられるため、比較対象についてそ

のような観点を取り入れた詳細な評価を行う。 

本検討の対象外とした排熱（「４）今後に向けて」で若干を補足した。） 

 

 

 

 

③排気蒸気・復水排熱 

 水冷方式の復水において昇温された冷却水を外部熱供給に利用する場合には、は

発電とのトレードオフにはならない。なお、復水タンクから熱を取り出すと、結

局、蒸気を利用して脱気器等で温度低下を補う必要が生じるため、排気蒸気を空

冷方式で復水する場合は、有効な外部熱供給源とならない。 

 ただし、そもそも高発電効率では通常、復水温度が低いために用途が限られや

すい。大量の中低温熱需要があれば、背圧タービンの採用も合理性があるとの

指摘がある。その場合は、当然、発電とのトレードオフが生じる。 

④焼却排ガス 

 ボイラでの熱回収に加え、（低温）エコノマイザなど廃棄物発電の熱サイクル内

部で熱回収することが通常。 

 なお、スカンジナビア諸国（スウェーデン・デンマーク）では、地域熱供給イン

フラと連携し、排ガスを復水した熱回収量の増加も行われている。 
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CO２排出量削減の観点からは、清掃工場内部のエネルギーフロー（電熱バランス）に

応じた変換効率（エンタルピー効率、エクセルギー効率）にとどまらず、発電と特に熱

供給が現在及び将来のいかなるエネルギー供給を代替するかを含めた拡大システムを

システム境界として評価することが重要と考えられる。そこで、図Ⅲ-1-(2)- 2の手順

による検討の実施を想定した。 

 

 
図Ⅲ-1-(2)- 2 検討フロー 

 

 

 

 

  

Ⅰ）熱供給を行わない発電のみの場合をベースラインとする。 

Ⅱ）熱の抽出方法・抽出量の複数案に応じた発電量を試算 

Ⅲ）想定する代表的な熱利用先（需要）の種類・条件と組み合わせ 

Ⅳ）電熱の供給バランス・供給方式と熱需要の種類の組合せに応じた 

ＣＯ２排出削減量の試算 

Ｖ）結果を整理して適切なバランスを考察 

★廃棄物エネルギー供給により代替される現在及び将来の供給

技術（と CO2原単位）を想定 

 ・想定する熱利用の用途 

 ・将来の代替的な供給技術と CO2原単位の留意点 

   電力：2030年の日本のエネルギーミックス 

熱：需要家側での分散型熱電併給や 

低温熱を燃焼ではなく圧縮等の仕事で賄う 

ヒートポンプ技術 
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 １） 発電と外部熱供給（ボイラ蒸気、抽気蒸気）のバランスの一般的な傾向 

ここでは高効率発電を行う場合のおおむね下限と考えられる 100トン/日の施設を想

定し、場外熱利用を行った際の発電量の変化を試算した。 

 

 熱供給量と発電量のバランスの試算条件 

タービン抽気蒸気（低圧蒸気だめの蒸気）を場外へ供給する場合、および高温高圧の

ボイラ蒸気を直接外部へ供給する場合を想定した。タービン抽気蒸気を供給する場合は

抽気復水タービンを用い、255℃・1MPaA及び 200℃・0.3MPaAの２種類の抽気条件で試

算した。高温高圧のボイラ蒸気を直接外部へ供給する場合については、復水タービンを

用いることを想定した。 

各ケースの使用タービン種類、供給する蒸気の種類、抽気温度、抽気圧力を表Ⅲ-1-

(2)- 1に、図Ⅲ-1-(2)- 3にケース１からケース３で想定した場外供給蒸気の取り出し

位置を示す。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 1 想定したタービンの種類・供給蒸気条件 

ケー

ス 

タービンの種類 場外供給する 

蒸気の種類 

抽気温度 抽気圧力 

１ 抽気復水タービン タービン抽気蒸気 255 ℃ 1 MPaA 

２ 抽気復水タービン タービン抽気蒸気 200 ℃ 0.3 MPaA 

３ 復水タービン ボイラ蒸気 - - 

 

 

図Ⅲ-1-(2)- 3 各ケースの場外供給蒸気の取り出し位置 

場外供給蒸気

ケース3の場合
（抽気を行わないので低圧蒸気の利用はない）

場内利用低圧蒸気 場外供給蒸気

あ
ケース１・ケース２の場合
（抽気蒸気量のうち、場内利用低圧蒸気量を除く）

場内利用高圧蒸気
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表Ⅲ-1-(2)- 2に、試算を行ううえでのケース 1からケース 3までの共通する設定条

件を示す。ケース 1から 3 までのボイラ蒸気条件は、高効率ごみ発電施設整備マニュア

ル（（平成 22 年 3 月改訂）、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課）

31 ページに記載のタービン膨張線図（例）（図Ⅲ-1-(2)- 4）に基づき高温高圧ボイラを

想定し、ボイラ主蒸気条件を 4MPaA・400℃とした。 

またタービン出口蒸気条件については検討会委員指摘事項を踏まえ、図Ⅲ-1-(2)- 4

に示す高効率廃棄物発電マニュアルの条件よりも排気蒸気エンタルピーの低い 0.15 

ata（0.015 MPaA）・湿り度 12 ％・比エンタルピー2,310 kJ/kgとしたため、発電効率

が高くなる。スートブローは一時的な使用であり、計算の簡略化のために無視した。 

抽気量によらずタービン効率は定格値と同一と仮定しているため、現実よりも低い発

電量の低下で熱供給可能量を拡大できている結果となっている面がある。図Ⅲ-1-(2)- 

5 に仮定したタービン膨張線図を示す。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 2 ケース 1からケース 3までの共通する設定条件 

項目 条件 単位 付記 

施設規模 100 トン/日 仮定 

助燃用化石燃料 使用しない  仮定 

ボイラ効率 80 ％ ※1 

ごみの低位発熱量 基準 8,740 kJ/kg ※2（中央値を採用） 

ボイラ給水の比エンタルピー 600 kJ/kg ※3（140℃ないし 150℃に相当） 

エコノマイザ   明確に想定していない 

配管ロス蒸気 0.07 ｔ/時間 ※4を元に算出 高圧蒸気を

利用するこ

とを仮定。 

蒸気式空気予熱器用蒸気 0.45 ｔ/時間 ※4を元に算出 

排ガス再加熱器用蒸気 0.41 ｔ/時間 ※4を元に算出 

場内余熱利用設備用蒸気 0.003 ｔ/時間 ※4を元に算出 

タービン入口蒸気温度 400 ℃ ボイラ出口蒸気と同じ 

タービン入口蒸気圧力 4 MPaA ボイラ出口蒸気と同じ 

タービン出口蒸気の比エンタ

ルピー 

2,310 kJ/kg ※5 検討会委員指摘より空冷

式では 0.015 MPaA・湿り度 12％

とした。 タービン出口蒸気圧力 0.015 MPaA 

場外熱供給後の還管温水の温

度 

53 ℃ 

タービン出口蒸気の温度に設定

した。 場外熱供給後の還管温水の圧

力 

0.1 MPaA 

機械効率 95 ％ ※5 

発電機効率 95 ％ ※5 

※1 平成 23年度 環境省「人工排熱低減による都市の熱環境改善の基礎調査報告書」5-14ページ 

※2 平成 26年度 環境省「廃棄物発電の高度化支援事業委託業務報告書」Ⅰ-3-12ページ 

※3 都市ごみ処理システムの分析・計画・評価、松藤敏彦、2005年、技報堂出版 

※4 廃棄物発電導入基本マニュアル技術資料、NEDO 

※5 検討会委員指摘事項を踏まえて設定 
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場内余熱利用設備用蒸気および脱気用蒸気に関して、ケース１とケース２では低圧蒸

気、ケース３では高圧蒸気を利用することとした。 

脱気器蒸気熱量に関しては、復水タンクからの温水と場外熱供給後の還管の温水（ど

ちらも 53℃・226 kJ/kgと仮定）を給水ボイラの比エンタルピー（600 kJ/kg）にする

ために抽気蒸気、または高圧蒸気を用いてエンタルピーを上昇させるものとし、同必要

エンタルピーを賄う蒸気を使用すると想定した。このため、ケース１からケース 3まで

の使用蒸気条件等に応じて相違する（表Ⅲ-1-(2)- 3）。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 3 熱供給を行わない場合の発電以外の蒸気利用先のうち脱気器  

[ｔ/時間] 所内蒸気利用先 ケース１ ケース２ ケース３ 

高圧蒸気 脱気器蒸気熱量 - - 1.3 

低圧蒸気 脱気器蒸気熱量 1.5 1.6 - 

 

図Ⅲ-1-(2)- 4 タービン膨張線図（例） 

出典：高効率ごみ発電施設整備マニュアル（（平成 22年 3月改訂）、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル

対策部廃棄物対策課）31ページ 
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図Ⅲ-1-(2)- 5 ケース１からケース３で仮定したタービン膨張線図 

元の図の出典：火力原子力発電必携第 7版第 4刷、一般社団法人火力原子力発電技術協会 

 

 

 

 

x=0.88 

4MPa 

0.015MPa 

400℃ 

ケース１の抽気点 

ケース２の抽気点 

ケース３の抽気点 
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 熱供給量と発電量のバランスの試算結果 

熱供給を行わない場合、ケース 1及びケース２については所内利用する高圧蒸気分を

除く全量をタービンに流入させ、所内利用する低圧蒸気分のみをタービンから抽気する

ものとした。ケース３において熱供給を行わない場合、所内利用する蒸気の必要量全量

をボイラ蒸気から使用し、残りをタービンに流入させるものとした。表Ⅲ-1-(2)- 4に

抽気割合によって変化する発電端効率及び総合効率（電気＋熱が分子）の変化を示す。 

抽気蒸気（ケース１，２）による方が、外部熱供給を行う場合の発電端効率の低下は、

ボイラ蒸気利用の場合に比べて小さい。 

総合効率は、発電のみを行う場合の 20%程度に比べ、熱供給も行う場合は 40%程度と

格段に大きくなった。ただし、熱供給も行う場合同士でケース間の総合効率を比較する

と、ケース２が最も小さく、ケース３で最も大きくなった。これは、後述する二酸化炭

素排出削減量によるケース間の評価とは全く逆の結論（順位）である。総合効率による

評価では、発電を減らし、できるだけ外部に蒸気を供給するほうが、復水排熱量が減少

することが反映されたと考えられる。すなわち、総合効率だけで評価しようとすれば、

極端には発電は不要となり、ボイラで発生した蒸気を使うことが最もよいという結果と

なってしまう。このように、発電と熱供給のバランスを検討する場合においては、総合

効率だけでエネルギー変換効率を評価することの留意点が示される試算結果となった。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 4 場外供給熱量と発電端効率の変化 

項目 単位 ケース１ ケース２ ケース３ 

抽気率 ％ 0 50 0 50 0 50 

発電量 GJ/時間 7.4 5.3 7.5 5.7 7.2 3.6 

場外供給熱量 GJ/時間 0.0 9.8 0.0 9.4 0.0 13.2 

発電端効率 ％ 20.2 14.5 20.5 15.6 19.7 9.9 

総合効率 ％ 20.2 41.4 20.5 41.3 19.7 46.1 

注）ケース 3は抽気蒸気ではなく、ボイラ蒸気から所内利用高圧蒸気を差し引いた残りの高圧蒸気のうち

50％を外部熱供給する場合。発電量は 3.6MJ/kWh で換算した値。 

 

a) 熱供給を行わない発電のみの場合の想定 

上記条件の基に試算を行った際の熱供給を行わない場合の発電端効率は、ケース 1で

20.2％、ケース 2で 20.5％、ケース 3で 19.7％と、抽気条件が 0.3MPaA・200℃のケー

ス 2の場合に発電端効率が最も高くなっている。 

なお、図Ⅲ-1-(2)- 6に今回の試算で得られた場外熱供給を行わない場合のケース２

の発電端効率の結果と、平成 25年から平成 29年の間に竣工される廃棄物発電を行う施

設の発電効率と比較した。今回の試算方法ではごみ質の違いや施設規模の違いによる発

電端効率の変化は考慮されないため、施設規模にかかわらず発電端効率は一定となる。 
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図Ⅲ-1-(2)- 6 場外熱供給を行わない場合のケース 2と一般的な発電端効率との比較 

元の図の出典：エネルギー回収型廃棄物処理施設整備マニュアル 参考資料 1-1（平成 27年 3月改訂）、環

境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課 

 

b) 回収エネルギー量のトレードオフ 

得られた試算結果を以下に示す。また、図Ⅲ-1-(2)- 7に場外供給熱量と発電量の

変化を示す。外部に蒸気を供給した場合の発電端効率も、ケース 2が他のケースと比

較して高くなった。等量の熱を場外に供給しようとするとき、発電量の大きさはケー

ス 2、ケース 1、ケース 3の順となるが、ケース 1とケース 2とでは、ケース 3と比較

すれば発電端効率に大きな違いは現れなかった。 

 

図Ⅲ-1-(2)- 7 抽気率 0%、50%の場合の場外供給熱量と発電量 

0
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ケース２

ケース１

ケース３

ケース２において場外熱利用

を行わない場合の発電端効率 

 

 

ケース１では発電量と場外

供給熱量の比は約 0.21 

[GJ 発電量/GJ 供給熱量] 

 

 

ケース 3 では発電量と場外

供給熱量の比は約 0.27 

[GJ 発電量/GJ 供給熱量] 
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c) 二酸化炭素排出量の増減（一般的な考察） 

電気と熱を生産または供給することによる CO2削減量は一般的には 表Ⅲ-1-(2)- 5の

ように試算された。試算にあたっては表Ⅲ-1-(2)- 6 に示す CO2排出係数を使用した。 

 

 表Ⅲ-1-(2)- 5 仮想ケースにおける電気・熱のバランスと CO2排出削減量の関係  

ケース１ 
抽気 0% 抽気 50% 

電気 電気 熱 

 供給量 GJ/h 7.36 5.27 9.82 

 供給量 kW 2,045 1,464 2,728 

CO2削減量（現状） tCO2/h 1.18 0.85 0.56 

CO2削減量（現状）合計 tCO2/h 1.18 1.41 

CO2削減量（将来） tCO2/h 0.69 0.49 ? 

ケース２ 
抽気 0% 抽気 50% 

電気 電気 熱 

 供給量 GJ/h 7.46 5.68 9.37 

 供給量 kW 2,071 1,577 2,602 

CO2削減量（現状） tCO2/h 1.20 0.91 0.53 

CO2削減量（現状）合計 tCO2/h 1.20 1.45 

CO2削減量（将来） tCO2/h 0.70 0.53 ? 

ケース３ 
主蒸気 0% 抽気 50% 

電気 電気 熱 

 供給量 GJ/h 7.19 3.59 13.2 

 供給量 kW 1,997 998 3,665 

CO2削減量（現状） tCO2/h 1.16 0.58 0.75 

CO2削減量（現状）合計 tCO2/h 1.16 1.33 

CO2削減量（将来） tCO2/h 0.67 0.34 ? 

 

ケース 1からケース 3までいずれの場合も、抽気を行わない場合（発電のみ）に比較

し抽気 50％（または主蒸気 50％）を電力と熱で利用した場合に二酸化炭素削減量が大

きくなった。すなわち現時点では、今回の単純な比較条件下の計算結果に基づけば CO2

排出量の面からは、電力利用だけではなく熱利用を行ったほうが一般的には有利な計算

結果となるといえる。なお、抽気を行わない場合（発電のみ）、抽気 50％（または主蒸

気 50％）を利用する場合、いずれの場合においてもケース 2 で最も二酸化炭素削減量

が多くなることが示された。 

将来的には、表Ⅲ-1-(2)- 6に示したとおり、電気の CO2排出係数は低下することが

見込まれているため、発電による CO2削減効果は（全電源と比較した場合には）小さく

なると想定される。一方、長期エネルギー需給見通しからは、将来の熱の排出係数を想
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定することは困難であるため、抽気蒸気利用との比較は直ちには困難である。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 6 試算に使用した CO2排出係数 

電気による CO2排出係数（現状）※１ 0.000579 tCO2/kWh 

電気による CO2排出係数（将来）※２ 0.000370 tCO2/kWh 

熱による CO2排出係数 ※1 0.000205 tCO2/kWh 

※１：電気の排出係数は、「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－平成 26年

度実績－」（H27.11.30 公表）における「代替値」（国が公表する電気事業者ごとの実排出係数及びそ

れ以外の者から供給された電気の場合に実測等に基づく適切な排出係数を用いて算定が困難な場合

に代替する係数。総合エネルギー統計における外部用発電（卸電気事業者供給分）と自家用発電（自

家発の自家消費及び電気事業者への供給分）を合計した排出係数の直近５カ年平均を国が算出するも

の。）を用いた。熱の排出係数は、区分「蒸気（産業用のものは除く。）、温水、冷水」の 0.057tCO2/GJ

を用いた。 

※２：2015年 7月に電気事業連合会等から公表された「電気事業における低炭素社会実行計画」による 2030

年度の二酸化炭素排出係数 0.37kgCO2/kWh の値を採用した。 

 

d) 売電収入とのトレードオフについて（エネルギー供給側の視点） 

売電の減少により失われる売電収入とちょうど等価になるだけの熱の販売価格を

算定した。熱を供給するためだけに焼却施設側に追加的に必要となる設備の減価償却

（逆に発電設備が縮小できる可能性）などは無視した。その結果、売電単価が例えば

8円/kWh上昇した場合、それに見合う売熱単価は 0.5 円/MJ（0.3MPaA, 200℃）～0.6

円/MJ（4MPaA, 400℃）程度増大すると試算された。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 7 売電収入と見合う売熱価格の試算例 

（設備費等については考慮していない） 

売電価格に見合う売熱価格 
売電価格（円/kWh） 

10 14 18 

ケース１ 
2,954kJ/kg 円/ＭＪ 0.6 0.8 1.1 

(1MPaA, 255℃) 円/ｔ 1,610 2,260 2,910 

ケース 2 
2,866kJ/kg 円/ＭＪ 0.5 0.7 1.0 

(0.3MPaA, 200℃) 円/ｔ 1,390 1,950 2,510 

ケース 3 
3,200kJ/kg 円/ＭＪ 0.8 1.1 1.4 

(4MPaA, 400℃) 円/ｔ 2,230 3,120 4,020 

注：ここでの熱の価格にいう「MJ」は、抽気蒸気がもっているエンタルピーから、外部熱供給後に還管で焼

却施設に戻る温水の持つエンタルピー（60℃・251 kJ/kgを想定）を差し引いた熱量を指す。 

 



Ⅲ-1-51 

 

 

図Ⅲ-1-(2)- 8 売電価格が変化した際の熱の価格の変化 

 

e) 購入燃料とのトレードオフについて（エネルギー需要側の視点） 

ハ) 燃料単価との比較 

全国平均での燃料単価の近年の推移を下図に整理した。最近は原油価格の下落に伴

い、産業用 A重油（大型ローリー）で 1.5 円/MJ-HHVを下回っており、民生用灯油（配

達価格）でも 2.5円/MJ-HHVを下回っている。ただし、この 10年の中では、急激な上

昇や下落、あるいは継続的に上昇した時期もあるなど、変動が大きい。 

一方、売電収入減少とみあう売熱価格（エネルギー分のみ）は、ケース 1 の場合、

売電価格が 14 円/kWh では 0.8 円/MJ 程度、18 円/kWh では 1.1 円/MJ 程度となるた

め、純粋なエネルギーコスト部分では、化石燃料を十分下回ることが期待できる。 
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れば同等の収入が見込まれる。 
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図Ⅲ-1-(2)- 9 燃料価格の推移と熱供給事業の原燃料単価 

 

ニ) 熱供給原価との比較 

熱供給事業（地域冷暖房）の熱販売単価は熱供給事業者ごとに異なるが、地域別及び

エネルギーの形態（温水、蒸気、冷水、給湯等）別の平均単価が公表されている。それ

によれば、エネルギー形態を合計すると、北海道が最安価で 4.36円/MJ、九州が最高値

で 6.73円/MJ、全国平均が 6.32円/MJ である。（平成 25年 4月 1日から平成 26年 3月

31 日までの値、出典：平成 26年版熱供給事業便覧） 

一方、平成 25年度は、熱供給事業営業収益は 148,168 百万円14で、これに対する営業

費用 136,007 百万円のうち、燃料費 31,001 百万円、冷温熱購入費 2,624 百万円、電力

量 19,448百万円であった。また、平成 25年度販売熱量は 22,901,734GJに対して、原・

燃料使用量の総熱量（電力 1kWh=3.6MJ で換算）は、23,353,352GJ であった。（出典：同

上）また、示されている数値に対して、電力を受電端投入熱量として 9.484MJ/kWhで換

算すると、原・燃料使用量の総熱量は 29,691,691GJ と計算された。 

そこで、試みに原・燃料費用を上記３つの合計（53,073 百万円）として、これを原・

燃料使用量で除すと、熱供給事業の原・燃料単価は 2.3円/MJ（1kWh=3.6MJ）または 1.8

円/MJ(1kWh=9.484MJ)と大まかに推測された。 

ごみ焼却による熱供給コストは、売電収入の低下とみあう価格設定としても、エネル

ギー部分だけであれば、この水準を下回ることができる。そこで、ランニング・コスト

部分での収支成立有無は、維持管理費をどこまで抑制できるかによると考えられる。 

今後は、既存事例の調査等により、ごみ焼却の排熱供給をはじめとする熱供給部分で

の、維持管理費等も含めたコストの実態の把握が望まれる。 

                                                   
14 ただし、同書に示された平成 25年度熱売上高 144,711 百万円よりも少しだけ大きい。 
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f) 地域経済の活性化・雇用創出等の可能性 

民生利用の場合には、家庭や事務所、病院等の需要家の冷暖房や給湯に係る総合的な

費用の抑制効果が期待されるが、産業利用の場合には、地域の新たな収入源や雇用の創

出につながることが期待されると考えられる。 

産業利用の場合の例として、農業利用をここでは想定して簡単な検討を行う。なぜな

らば、大規模施設園芸は、温湿度・二酸化炭素濃度などの統合的環境制御が行われるこ

とにより周年的な栽培が可能となることから、雇用創出効果が見込みやすくなると考え

られるためである。山田(2008)15によれば、実態調査した３法人の平均として、平均す

ると 1haあたり専従者 3名とパート 12 名程度の労働力を必要としている。 

大まかなイメージとして、仮に施設園芸側で必要な熱量を 1 MJ/(m2・時間)16とする

と、100t/日程度で外部熱供給可能量が 10 GJ/時間であるならば、1 haの栽培が可能に

なり、専従者とパートの合計で 15名の直接的雇用が創出される。 

わが国の施設園芸での代表的品目はトマトである。10aあたり 30t、1kgあたり 300円

で販売できたとすると、1ha での事業規模（年間売上高）は 300(t/年)×300(円/kg)=9

千万円となる。 

参考のために、焼却炉の建設及び維持管理費用と規模を比較する。日処理規模 100ト

ン以上の熱回収施設の整備費用が 69,268 千円/(t・日)17とすると、100t/日炉では、約

69 億円である。25 年間で仮に建設費と同額の維持管理費を要したとすると、合計（ラ

イフサイクルコスト）は単純に合算すると 138億円となり、25年間で除すと、5.5 億円

/年となる。  

 

  

                                                   
15 山田勝「大規模施設園芸の経営課題」愛知農総試研報, 40, 9—14(2008) 
16 全国都市清掃会議「ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2006 改訂版）」より施設園芸の場

合の値を採用。 
17 「都市と廃棄物」環境産業新聞社, Vol. 45, No.7 (2015)より平成 26 年度の熱回収施設実

勢価格動向の値を採用。 
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 ２） ボイラ蒸気を高温高圧用途（火力発電、化学工業）に利用する場合 

ボイラ蒸気を外部に供給する場合には、高温高圧を生かした用途でなければ、エネル

ギー有効利用の観点からは損失が大きい。 

本業務では、高温高圧用途として、火力発電及び製造業（化学工業）に対してボイラ

蒸気を供給する場合について、既往研究事例を確認・整理した。 

 

 火力発電との組み合わせ方式及び既往研究における評価結果 

厚生省生活衛生局水道環境部「ごみ焼却エネルギーの広域回収利用技術・システム開

発に関する調査（平成 3年度報告書）」（平成 4年 3月）においては、ごみからのエネル

ギーと、他の燃料源によるエネルギーとを結合させて熱利用を図るモデルの分類として、

①燃料結合、②ガス結合、③蒸気結合、④電気結合（送電線利用）に区分した上で、③

蒸気結合については、いくつか組み合わせモデルが考えられるとして、詳細な説明を行

っている。 

具体的には、他発電設備との蒸気結合モデルは国内ではあまり例を見ないが、欧州な

どでは都市ごみ焼却からの発生蒸気を火力発電の補助蒸気として利用しているケース

があるとした上で、今後の参考のためとして、表Ⅲ-1-(2)- 8にまとめたような分類を

試みている。なお、いずれのケースも、ごみ焼却排ガスと主ボイラ排ガスは分離されて

いるので、主ボイラの腐食、伝熱面の汚染のおそれはないとしている。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 8 他発電設備との蒸気結合モデルの分類と特徴 

① 補機駆動モデル ごみ焼却発生蒸気で、火力発電用の通風機類やボイラ冷

水ポンプの駆動ないしは燃料加熱を行う。 

a. 高圧復水器を設置することにより、ごみ焼却ボイラのみの運転ができる。 

b. 火力発電用タービン抽気によるごみ焼却場内用暖房などの蒸気源の確保で、発電

プラントの単独運転が可能である。 

c. ごみ焼却ボイラ、火力発電ボイラとも独立して設計ができる。 

d. 火力発電プラント側蒸気条件は最新鋭火力と同等のものが採用できる。 

e. ごみ焼却ボイラ発生蒸気を常に 100％利用するためには、ごみ焼却量に対してで

きるだけ大容量発電プラントと結合する必要がある。 

f. ごみ焼却ボイラの蒸発量変動は、タービン抽気によるバックアップにより、ある

程度吸収できる。 

g. 補機駆動後のタービン排気は主ボイラ・タービンの排気と一緒に冷却し、給水ラ

インも併用することが可能。 

② 直接給水加熱モデル 火力発電用のボイラ給水加熱をごみ焼却用ボイラで行

う。 
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a. ごみ焼却炉の単独運転に対しては、他の蒸気冷却装置を考慮する必要がある。 

b. 発電プラント単独運転は、ごみ焼却炉を給水バイパスすることにより可能である。 

c. ごみ焼却炉側のボイラは給水加熱の役目を行うので、火力発電用ボイラの条件に

合わせた設計を要する。 

d. 発電プラント蒸気条件は、最新鋭火力と同等のものが採用できる。 

e. ごみ焼却量の変動は、火力発電用ボイラ独自の給水加熱および給水バイパスを用

いることにより主ボイラ側である程度吸収できる。 

f. ごみ焼却量に対する発電プラント容量は大きい方が影響が少ない。 

③ 間接給水加熱モデル 火力発電用のボイラ給水加熱をごみ焼却用ボイラから

の発生蒸気により行う。 

a. 高圧復水器を設置することにより、ごみ焼却ボイラのみ運転ができる。 

b. 火力用発電タービン抽気による給水加熱で発電プラントの単独運転も可能であ

る。 

c. ごみ焼却ボイラ、火力発電ボイラとも独立して設計ができる。 

d. ごみ焼却ボイラ発生蒸気を常に 100％利用するためには、ごみ焼却量に対して、で

きるだけ大容量発電プラントと結合する必要がある。 

e. ごみ焼却ボイラの蒸発量変動は、タービン抽気による給水加熱器でカバーされる

ので、ボイラへの給水温度変動はなく、発電量の変動は主ボイラで吸収できる。 

出典：厚生省生活衛生局水道環境部「ごみ焼却エネルギーの広域回収利用技術・システム開発に関する調

査（平成 3年度報告書）」（平成 4年 3月）より作成 

 

小川紀一郎ら（2013）18は、廃棄物焼却炉から発生した蒸気を火力発電所の給水系に

導入した際の、火力発電側、廃棄物発電側の効率面、経済面での評価（机上検討）を行

っている。 

廃棄物焼却で発生した蒸気を火

力発電所で利用するシステムでは、

仮に火力発電量を一定とした場合

においては、発電所側から見たごみ

発電蒸気の導入によって、化石燃料

が節減されることにより、350MW規

模では効率面（化石燃料入熱基準）

では従来レベルの発電効率（約

42％）より高い 44％が得られるこ

とが示されている。 

                                                   
18 再生可能エネルギー利用火力発電システム, 小川紀一郎, 石田敬一, 蓮池宏, 保田静生, 遠藤雄樹, 

山田勝重, 2014年 7月, 火力原子力発電, 65(6), 450-458. 

従来方式

A B C

ボイラ
4MPa ×
400℃

3MPa ×
300℃

3MPa ×
飽和

バグフィルタ
入口温度

180℃ 180℃ 180℃

SGH有無・
出口温度

有・
210℃

有・
210℃

有・
210℃

SCR有無 有 有 有

白煙防止器 無 無 無

ケース
本提案方式

表III-1-(2)-8
燃焼炉設計条件(出典：小川, 2013）

(注　SGH：蒸気式ガス加熱器, SCR：触媒脱硝装置）

表Ⅲ-1-(2)- 9 焼却炉設計条件 

（注 SGH：蒸気式ガス加熱器、SCR：触媒脱硝装置） 

出典：小川,2013 
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また、このことを、焼却炉側から見た場合には、焼却炉基準発電効率で「従来方式」

（4MPa,400℃）よりも高い、約 30％の発電効率が得られることが示されている。 

 
図Ⅲ-1-(2)- 10 システム概念 

出典：小川紀一郎、蓮池宏、遠藤紀一、谷内田淳一、大内優、谷川博昭、中村昭史、谷川直彦「再生可能エ

ネルギー利用火力発電システム―RPF利用火力発電システム実用化 FS―」火力原子力発電、712(67)、2016.1 

 

なお、蒸気輸送距離に応じて輸送される蒸気条件が低下することから、導入効果が輸

送距離の関数として整理されている。その結果によれば、焼却炉の規模にもよるが、2km

程度以内であれば、焼却炉基準発電効率は「従来方式」よりも高いことが示されている。 

 

図Ⅲ-1-(2)- 11 距離と焼却炉基準発電効率の変化 

出典：小川,2013 
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また、両施設が約 2ｋｍ程度の距離に存在するなら、両者に益する蒸気単価の設定が

可能であることが示されている。これは、廃棄物発電側からみれば、なるべく売却する

蒸気単価は高い方が良く、少なくとも、自ら発電する場合よりはメリットが得られる必

要があり、一方、発電所側からみると蒸気購入の方が、燃料削減によりも効果が大きい

ことが反映されているものと考えられる。 

 

 

 

 

両図の出典：小川（2013） 

 

なお、いずれの基準でみても、実質的な発電効率が向上することから分かるように、

本システムは、無論、CO2排出量削減効果がある。 

小川(2013)においては、ごみ発電価格（機会費用といえる。）は、10円/kWh となって

おり、現状の FIT の買取価格からすれば安いので、一見、本システムが成り立ちにくい

可能性があるように思われるが、一方で、そこから蒸気価格の設定を導く際の発電効率

がごみ発電効率より高めであるために、本調査で検討したトレードオフよりも、成立す

る蒸気販売価格を厳しく見積もっている面があり、両者が相殺する方向にある。 

また、廃棄物ボイラ蒸気を利用した火力発電所において、もしもこれがバイオマス発

電であるとして、FIT の設備認定が得られるならば、火力発電所側は売電価格を向上で

きる可能性があるために、売熱単価を向上できる可能性があるのではないか。この点は、

平成 26年度環境省委託事業「平成 26 年度 CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証

事業廃棄物等利用高効率火力発電システムの実用化研究成果報告書」（平成 27 年 3 月、

一般財団法人エネルギー総合工学研究所、中国電力株式会社）（以下、「廃棄物等利用高

効率火力発電システムの実用化研究」という。）において、一般電気事業者であれば困

図Ⅲ-1-(2)- 12 年間削減費（焼却炉側）

（距離 1,000m） 

図Ⅲ-1-(2)- 13 年間削減費（発電所側） 

（距離 1,000m） 
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難としつつ、その可能性が指摘されているところである。同研究では RPF焼却炉を発電

所構内（システム概念図の「発電所構内型」）に設置する場合について言及されている

が、ごみ（または RDF）の場合、バイオマス発電システムとしての一体性が高いケース

であると考えられる。 

 

 産業利用（化学工業）の事例研究結果 

韓国では、2003年、EIP（エコインダストリ

アルパーク）構築事業推進計画が樹立され、試

験事業のための事前企画研究事業のあと、１

次年度としては 2005 年 11 月に浦項、麗水、

蔚山（ウルサン）尾浦・温山が、また、2006年

9 月に半月・始華、清州が、それぞれ選定され

ている19。なお、EIP は、日本でいうエコタウ

ンのようなものと考えられる。 

ウルサン広域市のエコインダストリアルパ

ークについて述べている Behera et al. 

(2012)20より、その一部である Sungam ごみ清

掃工場を以下に取り上げる。同施設は、１炉あ

たり 115,000t/年21を２炉有し、300t/日の焼却

結果として生成される熱を用いて 45t/時の蒸

気（圧力：16kgf/c ㎡ =1.57MPa）が生産され

ていた。このうち 23t/時は発電22（1500kWh）

に用いられ、11t/時は温水製造23に用いられ、

残りは復水されていた。 

しかしながら、テレフタル酸（TPA）工場へと供給する連携後は、30t/時24が TPA 工

場へと供給され、15t/時が清掃工場自身の必要性のために用いられるようになった。 

                                                   
19 株式会社ＮＴＴデータ経営研究所「平成 21 年度産業技術研究開発委託費 アジア大の３Ｒ

ネットワーク構築プロジェクト 北東アジアにおける循環経済構築のための交流促進事業 報

告書」平成 22年 3 月 31日（経済産業省 調査資料） 

http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/data/research/h21fy/22fy2203-

1_asiadaihokutou.html 
20 SK Behera, JH Kim, SY Lee, S Suh, HS Park , “Evolution of ‘designed’ industrial 

symbiosis networks in the Ulsan Eco-industrial Park: ‘research and development into 

business’ as the enabling framework”, Journal of Cleaner Production 29, 103-112 
21 Park&Park(2014)によれば、2000年に建設され、日焼却能力は 200t/日×2炉 
22 同、所内動力（自家消費）。 
23 同、同一敷地における生ごみのコンポスト化施設で使用。 
24 同、当初化学工場が使用していた蒸気量は 25t/時までしか使用できなかったので、MOC締結

後に化学工場事業者は第３工場の建設を開始し、2009年 1月より蒸気需要量が拡大された。 

図Ⅲ-1-(2)- 14 

韓国のモデル EIP（１次年度） 

出典：NTTデータ経営研究所(2010) 

 



Ⅲ-1-59 

 

連携前は、TPA 工場は 7t/時の蒸気を製造するために、BC 重油を 67L/時消費してい

た。 

この連携のための研究期間は 4 ヶ月、交渉期間は 21 ヶ月25、研究開発費は 1 万ドル

であり、事業としては、投資が 5 百万ドル26、利益（双方合算）が 7.1 百万ドル/年で、

投資回収年は 0.7 年27と報告されている。環境面では CO2では年間 55,500t の削減とさ

れている。 

また、Park & Park (2014)28によれば、さらに、この中圧蒸気による第一次供給の成

功を受けて、次の焼却炉（第二工場）はボイラ設計に変更が行われた。すなわち、中圧

蒸気は、それ以上の需要はなかったので、高圧蒸気（45kgf/c ㎡=4.4MPa）の需要をみた

すために、中圧蒸気による発電機を設置する初期の計画を破棄し、ボイラ設計を変更し

た。 

 

図Ⅲ-1-(2)- 15 Sungamの二つの焼却工場の蒸気フロー 

出典：Park&Park(2014)より引用・仮訳 

 

                                                   
25 同、2006年 7月にウルサンの FS調査が開始、2007年 3月に同化学工場が蒸気需要家として

選定、2007年 6 月には民間事業者とウルサン市及びウルサン EIP センターが MOU締結、11 月に

蒸気パイプラインが建設開始、2008年 6月に第一次の蒸気共有が開始された。さらに、2009 年

1 月からは供給蒸気量が 15t/時から 34t/時への拡大の計画である。 
26 同、蒸気パイプラインは約 1kmで 72 億 KRW（約 2.9百万ドル）とされている。省エネ法に基

づく ESCOによるファイナンスが行われた。 
27 同、1年 6ヶ月と推測されたとあるが、これは事前の値かもしれない。 
28 Joo Young Park and Hung-Suck Park , “Securing a Competitive Advantage through 

Industrial Symbiosis Development: The Case of Steam Networking Practices in Ulsan”, 

Journal of Industrial Ecology, 18(5), 677–683, 2014 

Sungam 

第１焼却工場 

Sungam 

第２焼却工場 

（2012 年拡張） 

化学工場 

（第２工場） 

化学工場（第１工場） 

ある化学工場 

化学工場（第３工場） 

蒸気共有プロジェクト 

（工事中） 

第一段階連携（1.6MPa） 

第二段階連携（4.4MPa） 

将来の連携（計画） 
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そして、一連の事業の効果について、以下のように述べられている。 

プロジェクト開始後、蒸気販売量は毎年増加してきた。収入は、2009 年は 25 億 KRW

（2.5 百万ドル）、蒸気供給量が拡大した 2011 年はその２倍とされており、2012 年 10

月からは高圧蒸気を供給するようになっているが、2013 年は約３倍となっている。一

方、化学工場側も熱源転換により 2012 年には 37 億 KRW（3.7 百万ドル）の節約になっ

ており、CO2でみれば 45,500t の削減とされている。 

また、この蒸気供給の最初のプロジェクトの効果として、事業者（暁星）がウルサン

を TAC（トリアセチルセルロース）フィルム工場の最終サイトとして選定したことが挙

げられている。これによって、1500 億 KRW（150百万ドル）の投資と 140人の雇用が生

み出された。パイプライン建設も 50億 KRW（5百万ドル）の投資と 140 人の雇用を生み

出した。焼却炉で発電機を導入する計画を放棄したことから、当初予算は 100 億 KRW（10

百万ドル）削減された。そして、当該地域の自治体と産業が、産業エコロジーが機能す

ると確信し、さらなるプロジェクトに前向きになるとともに、R&DB（研究開発からビジ

ネスへ）フレームワークと PPP（公民連携）に基づく体系的な戦略が構築され、後続の

プロジェクトに適用されたことも効果として述べられている。 

また、多くの他の地域の公共のごみ清掃工場では、消費者価格のインフレに伴い一般

的にチッピングフィーを増加させているのに対して、ウルサンでは韓国の平均的または

やや低い水準のチッピングフィーの値上げを凍結できていると述べられている。 

なお、ウルサンの蒸気販売価格は他地域に比べて高い値で推移しているとされている。 

 

図Ⅲ-1-(2)- 16 韓国の４つの清掃工場から販売されている蒸気の単価 

出典：Joo Young Park and Hung-Suck Park(2014)より引用 

図注仮訳）他の市・道のデータは、価格レベルパターンが同様であるか、または価格がゼロであるために、

グラフからは省略されている。Chungnam（忠南）及び Busan（釜山）の蒸気価格の範囲は、Daejon（大田）

の範囲と同様である。Daegu（大邱）、Seoul（ソウル）及び Incheon（仁川）の蒸気価格は Gyeonggi（京畿）

と同様なパターン及び範囲である。データは韓国環境省による。 

引用注）本文では、多くの地域では、not-in-my-backyard に対して市内に清掃工場を位置するために、地

域熱供給が用いられており、蒸気を安価に供給しているとの記載がある。なお、単位換算結果より、多く

の地域では 0.4 円/MJ 前後に対して、ウルサンでは 0.8 円/MJ 程度であったのが、高圧蒸気の供給に伴い、

1.3円/MJ程度となっていることが分かる。 

蒸気単価を示す縦軸の

単位（千 KRW/Gcal）を

換算すると、 10 （千

kRW/Gcal）は、約 0.22

円 /MJ に相当する。

（1KRW=0.092 円とし

て換算した。） 
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 ３） 民生需要を抽気蒸気で賄う場合の詳細な比較検討 

１）項での試算検討より、単純計算では、CO2 排出量の面からは抽気蒸気を用いた外

部熱供給が一般的には有利という評価になることが分かった。また、将来的には、電気

の CO2排出係数は低下することが見込まれるため、発電による CO2削減効果は（全電源

と比較した場合には）小さくなると想定されるため、この点では外部熱供給がさらに有

利となる。一方で、長期エネルギー需給見通しからは、将来の熱の排出係数を想定する

ことは困難であり、将来も廃棄物焼却で熱回収した蒸気の外部供給の優位性が確保され

るのかは、代表的な代替方法と比較しておく必要があるのではないかと考えられる。 

火力発電や化学工業に比べて、必要な温度レベルが低い民生需要として、例えば冷暖

房需要などを念頭におくと、抽気を行わない場合の代替的な熱の供給方法としては、以

下のような方法が考えられるのではないか。 

 化石燃料の単純燃焼（ボイラ） 

 １．（１）２）で把握した過去の検討事例などからも分かるように、廃棄物発

電施設から抽気蒸気を供給するほうが有利（場合によってはボイラ蒸気を供

給する場合でも有利）であると考えられる。よって、化石燃料ボイラ方式と

の比較検討は、二酸化炭素削減効果の評価上、焦点とならないと考えられる。 
 

 ヒートポンプ技術 

 ヒートポンプ技術の発達により、例えば電気により必要な熱を移動させたほ

うが有利となる可能性はあるが、その優劣は、原理的には、ヒートポンプの

COP と、廃棄物発電での抽気と発電のトレードオフの大小関係により定まる

と考えられる。しかし、詳細には、補機類のエネルギー消費量、部分負荷率、

温度特性等なども考慮する必要がある29。なお、焼却排熱以外の他の未利用

エネルギーの利用可能性に応じてヒートポンプの効率は向上しうるが、地域

条件によるために、以下では考慮せずに検討するものとした。 
 

 コジェネレーション排熱 

 コジェネレーションの排熱を利用する場合について、廃棄物発電施設からの

                                                   
29 下田吉之「都市エネルギーシステム入門」学芸出版社、2014 
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熱供給といずれが優位であるかは、今回把握した範囲の既存検討事例には含

まれておらず、比較検討する必要があると考えられる。 
 

 自然エネルギーの熱 

 例えば太陽熱を用いて必要温度の熱を生産し、必要な時期に必要な量で対象

需要に供給することができれば、廃棄物焼却施設では、当該需要に熱供給を

行うよりも全量を発電するほうが有利になるのではないかと考えられる。し

かしながら、太陽熱は季節的時間的な変動があると考えられるので、太陽熱

を用いつつ、相対的に安定的な稼動が期待できるごみ焼却熱でアシストする

ような方式も考えられるのではないか。（当該自然エネルギーで発電もでき

る場合には、さらに比較検討が必要なことも考えられる。） 

 

以上をまとめると抽気蒸気利用の民生需要への有効性の程度を検証していくためには 

 熱需要が多い（熱需要比率も比較的高い）場合には、コジェネとの比較 

 通常の空調需要（特に冷房を含む場合）が中心である場合には、ガスだけではな

く、電気も用いた方式（中央熱源、個別分散）との比較 

が望ましいのではないかと考えられた。 

なお、暖房・給湯などの目的においては、例えば寒冷地などを念頭に、復水排熱・排

ガス潜熱の利用可能性を今後検討することも有用であると考えられる。 

 

 検討ケース 

調査した既往事例は、化石燃料ボイラを含む地域冷暖房がベースラインに含まれる場

合を対象として、焼却余熱供給の優位性が結論されている場合が多い。これらは、少な

くとも CO2排出量の削減効果がある点については、一般的に想定される結果がもたらさ

れる場合といえるのではないか。 

そこで、大きくは以下の２ケース（３ケース）を想定することにより、清掃工場から

の蒸気供給が、CO2 排出削減面から、より広い範囲（条件）でも有益といえるのかどう

かを検証することとした。 

 

【検討①熱需要比率の高い地域熱供給への供給の場合】 

病院などの熱需要が大きい地域熱供給への利用の場合においては、当然、焼却余熱の

供給が有用であると推測されるが、ガス式（蒸気式）だけではなく、コジェネと比較し

た場合でも CO2排出量削減面で優位性があるのか。 

【検討②個別建物への供給の場合】 

それほどは熱需要が大きくない個別建物レベルへの供給を想定した場合でも、焼却余

熱供給の優位性があるのか。特に、ガス式の代替だけではなく、（②－１）電気を主体

とした方式や、さらに（②－２）個別空調方式（ビルマルチ）を想定して比較した場合

についてはどうか。 
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 前提条件及び計算方法 

清掃工場の稼動スケジュール、供給蒸気の温度圧力条件、売電・買電単価、二酸化炭

素排出係数、蒸気受入単価など検討①、検討②-１、検討②-２で共通の条件を以下に示

す。 

各ケースの温熱（温水）及び冷熱（冷水）の熱負荷パターンについては、それぞれ、

月別に、平日・土曜・日曜ごとに 24時間分設定している。以下に示すとおり、24 時間

365日分の計算を実施した上で、年間合計の結果へと集約した。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 10 蒸気受入条件と蒸気供給量 

清掃工場からの蒸気供給

条件・還り温水条件 

圧力 1 MPaA 

温度 255 ℃ 

還り温水温度 60 ℃ 

蒸気受け入れ条件 圧力 0.785 MPaG 

温度 175 ℃ 

清掃工場からの蒸気は、年間運転計画に従って供給され

る。清掃工場から熱源側に蒸気が供給されるまでに約６％

（簡単のため送出条件と受入条件での比エンタルピーの比

率とした。）の熱ロスが発生すると想定し蒸気受け入れ条件

を設定した。 

ごみ清掃工場から供給される蒸気以上に蒸気が必要な場

合は、蒸気利用側のボイラが立ち上がって必要な蒸気量を賄

う。最大供給蒸気量より少ない蒸気使用量の場合は、供給蒸

気量を必要な量に絞って受け入れる。 

個別の建物に清掃工場の蒸気を供給する場合、清掃工場か

らの蒸気は対象地域の事務所ビル 2 棟の近くに送られ、それ

ぞれの建物に分岐して送られる。2 棟それぞれが必要な蒸気

量を取込む。不足する場合は、設備内のボイラから供給され

る。 

蒸気供給量 

・ごみ処理量 100tケース 

・ごみ処理量 600tケース 

2炉運転時の最

大蒸気供給量 

4.18t/h(処理量 100t) 

24.89t/h(処理量 600t) 

1炉運転時の最

大蒸気供給量 

1.39t/h(処理量 100t) 

8.30t/h(処理量 600t) 

2炉停止時 0t/h(処理量 100t及び 600t) 
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図Ⅲ-1-(2)- 17 ごみ清掃工場稼動スケジュール 

 

表Ⅲ-1-(2)- 11 コスト及び二酸化炭素排出量の試算条件 

ユーティリティー 

条件 

ガス供給圧力 0.1MPaG  中圧 B 

高位発熱量 45 MJ/Nm3 

低位発熱量 40 MJ/Nm3 

上水圧力 通常の上水圧力 

カレンダー 

（2015年） 

平日 243日 

土曜日 50日 

日祝日 72日 

年間電力消費量 熱源電力 熱源電力には、エネルギーを製造する機器（冷凍

機、ボイラ、冷水ポンプ、冷却水ポンプ、冷却塔）

等が、冷水・温水を製造する時に必要とする電力

消費量と、その他電力として計器・電気等の照明、

監視盤、機械室の換気扇の消費電力量を計上して

いる。 
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ビル側電力 ビル側電力には、照明やコンセントにかかる消費

電力量のほか、ファンコイルユニットなど二次側

の空調設備における消費電力量をあわせて計上

した。 

産業用 電力単価

（税込）※1 

（検討①の場合） 

基本料金 1,782円/kW・月 

夏季料金 17.36円/kWh 

その他季 16.36円/kWh 

業務用 電力単価

（税込）※1 

（検討②の場合） 

基本料金 1,684.8円/kW・月 

夏季料金 18.71円/kWh 

その他季 17.57円/kWh 

夏季・冬季ガス購入

単価（税込） 

フラットガス

単価 

64.8円/Nm3 

上水・下水使用単価

（税込） 

上水 436円/m3 

下水 373円/m3 

コージェネ発電電力

のビル及び外部への

売電単価（検討①コ

ジェネ４基の場合） 

夏季料金 16.36円/kWh (仮定 ※2) 

その他季 15.36円/kWh (仮定 ※2) 

二酸化炭素排出係数

（調整後） 

平成 25年度東

京電力 

0.521 kg-CO2/kWh 

2030年 

全国  

0.37  kg-CO2/kWh ※3 

蒸気購入単価 発電電力量と

のトレードオ

フにより蒸気

購入単価は変

化する。 

下図に、電力価格を 18 円/kWh とし 1MPaA・

255℃の蒸気を販売する際の、発電電力量のトレ

ードオフ（電力 GJ/蒸気 GJ）と蒸気販売価格の変

化を示す。電力量単価を 18 円/kWh として計算を

行った。 

発電電力量のトレードオフ（電力 GJ/蒸気 GJ）

の値によって蒸気の販売価格が異なるため、蒸気

受け入れコストが異なり、システム全体のコスト

の値も変化することになる。 
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※1 平成 26年 4月 1日時点の東京電力料金単価を設定。 

※2 基本料金は考慮せずに従量料金で 1円安い金額を設定。 

※3 2015年 7月に電気事業連合会等から公表された「電気事業における低炭素社会実行計画」による 2030

年度の二酸化炭素排出係数 0.37kgCO2/kWhの値を採用した。（再述） 

 

a) 熱需要比率の高い地域熱供給への供給の場合  

表Ⅲ-1-(2)- 12 に地域熱供給の需要側の条件を示す。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 12 地域熱供給の熱需要条件 

地域冷暖房の 

年間供給熱量 

（製造） 

年間冷房負荷 約６万 GJ 

 供給温度 7℃・設計温度差 7℃ 

年間温水負荷  約６万 GJ（暖房及び給湯） 

供給温度 60℃・設計温度差 10℃ 

想定した供給建物 病院（1000 床程度）、事務所ビル ３棟（計 15 万㎡程度） 

 

図Ⅲ-1-(2)- 18～図Ⅲ-1-(2)- 21 に清掃工場から地域冷暖房に蒸気を受け入れた場合、

受け入れずにガスコージェネ（1基）を設置し地域冷暖房に蒸気を供給した場合のシス

テムフロー図を示す。清掃工場から蒸気を受け入れる場合、吸収式冷凍機の使用を想定

したが、立上げに 30 分ほどの時間を要するため、清掃工場から蒸気を受け入れる場合

においても、緊急立上げ及び最大負荷対応としてターボ冷凍機も組込んだシステムとし

ている。 

GEコージェネレーションケースにおいて、GE４基の場合は土曜、日曜・祝日及び夜間

も蒸気や温水を最大限利用することを想定している。一方、GE1 基または 2 基の場合、

電力負荷が小さい時間帯は稼動を停止する想定とした。 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0 0.1 0.2 0.3

蒸
気

の
販

売
単

価
(円

/ｔ
）

清掃工場における電力と供給可能熱量の比（電力GJ/熱量GJ）

電気と熱のバランス（電力GJ/熱GJ）の違いによる蒸気販

売価格の変化(円/t)

※1MPaA・255℃(h=2,954)の蒸気を想定、また売電価格

は18円／kWhを想定。
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図Ⅲ-1-(2)- 18 清掃工場から地域冷暖房へ蒸気を供給する場合のシステムフロー 

 

 

図Ⅲ-1-(2)- 19 ガスエンジン 1基を地域冷暖房に用いる場合のシステムフロー 
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図Ⅲ-1-(2)- 20 ガスエンジン 2基を地域冷暖房に用いる場合のシステムフロー 

 

 

図Ⅲ-1-(2)- 21 ガスエンジン 4基を地域冷暖房に用いる場合のシステムフロー 
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表Ⅲ-1-(2)- 13 に比較検討ケースを示す。ガスエンジンとしては、1000kW（50Hz）

（発電効率：約 42%、蒸気回収率：約 17%、排温水回収率：約 19%）の機種を想定し

た。排温水はジェネリンクで活用する。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 13 地域熱供給における比較検討ケース 

ケース 備考（想定） 

１）ごみ清掃工場から蒸気を受

入れないケース（ガス方式） 

 

２）清掃工場から蒸気を受入れ

るケース（処理量 100t／日） 

清掃工場の年間運転スケジュールを考慮して蒸気

を受入れる。 

３）清掃工場から蒸気を受入れ

るケース（処理量 600t／日） 

清掃工場の年間運転スケジュールを考慮して蒸気

を受入れる。 

４）地域冷暖房に 1000kW のガ

スコージェネレーション1基を

設置 

コージェネ発電電力は全て地域冷暖房設置ビルに

供給し発生蒸気及び排温水は、地域冷暖房で利用す

る。ターボ冷凍機を優先的に運転。※1、2 

５）地域冷暖房に 1000kW のガ

スコージェネレーション2基を

設置 

コージェネ発電電力は地域冷暖房設置ビル及び隣

接するビルに自営線を引いてそれぞれに電力を供

給し発生蒸気及び排温水は、地域冷暖房で利用す

る。ターボ冷凍機を優先的に運転。※2、3 

６）地域冷暖房に 1000kW のガ

スコージェネレーション4基を

設置 

ガスエンジンからの排温水及び発生蒸気に余剰を

できるだけ出ない範囲で運転することとして、土曜

日、日曜日及び夜間も発電し、発電電力は全て外部

へ託送により売電できた場合との仮定。※4、5、6 

※1：ガスエンジン発電 1基のシステム。地域冷暖房施設内に設置し発電した電力は全て地域冷暖房設置を

設置しているビルへ供給し、発生する蒸気及び排熱は全て地域冷暖房で利用する。発電に必要なユーティ

リティーは地域冷暖房より供給する。システム COPを上げるようにターボ冷凍機を優先的に運転する。 

※2：ガスエンジンの運転時間は、ビルでの電力利用であり昼間の平日時間帯 8 時～22 時とし夜間は停止

する。土曜、日祝及び夜間は電力負荷が小さいので停止する。 

※3：ガスエンジン発電 2基のシステム。地域冷暖房施設内に 2基とも設置し自営線を地域冷暖房設備に隣

接するビルに敷設し、地域冷暖房設置ビル及び隣接するビルへ電力をそれぞれのガスエンジンより供給し、

発生する蒸気及び排熱は全て地域冷暖房内で利用する。発電に必要なユーティリティーは地域冷暖房より

供給する。システム COPを上げるようにターボ冷凍機を優先的に運転する。 

※4：ガスエンジン発電 4 基のシステム。GE からの排温水及び蒸気を地域冷暖房で有効利用しできるだけ

余剰を出さないように GEの台数を決定した。排温水は、ジェネリンク及び熱回収熱交換器で利用し、冷水

負荷の不足分は、ターボ冷凍機及び吸収冷凍機で供給。余剰電力は託送料金なしで全量売電できるとして

おり、現状での実現性を踏まえると仮想的な性格の強いケースである。 

※5：温水負荷不足分は、温水熱交換器で供給。 

※6：発電電力は、全て託送により売電できるものと仮定し、土曜日、日曜日及び夜間も排温水及び蒸気の

余剰ができるだけ出ない範囲で運転する。 
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b) 個別建物へ供給の場合（20,000 ㎡中央熱源方式） 

表Ⅲ-1-(2)- 14に需要側建物の熱及び冷水需要を示す。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 14 20,000㎡事務所ビルの熱需要条件 

年間冷水熱量 約 1万 GJ 

年間温水熱量 約 2千 GJ  

 

表Ⅲ-1-(2)- 15 に検討ケースを示す。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 15 20,000㎡事務所ビルにおける検討ケース 

ケース 備考（想定） 

1）清掃工場から蒸気を受入れないケース 

（ガス式） 
- 

2）清掃工場から蒸気を受入れるケース 

（処理量 100t／日） 

清掃工場の炉のメンテナンススケジュー

ルを考慮して蒸気を受入れる。 

3）清掃工場から蒸気を受入れるケース 

（処理量 600t／日） 

清掃工場の炉のメンテナンススケジュー

ルを考慮して蒸気を受入れる。 

4）清掃工場から蒸気を受入れないケース 

（電気・ガス式） 
- 

 

図Ⅲ-1-(2)- 22及び図Ⅲ-1-(2)- 23 に、清掃工場から蒸気を受け入れる場合、受け

入れない場合のシステムフロー図を示す。 

 

 

図Ⅲ-1-(2)- 22 清掃工場からの蒸気を用いて 20,000㎡の事務所ビルに熱供給する場

合のシステムフロー 
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図Ⅲ-1-(2)- 23 電気・ガス方式により 20,000㎡の事務所ビルに熱供給する場合のシ

ステムフロー 

 

c) 個別建物への供給の場合（5,000 ㎡で分散方式（ビルマルチ）とも比較） 

5,000㎡の建物では、ガス式に加え個別空調方式(ビルマルチ方式)を適用した場合

についても比較を行った。表Ⅲ-1-(2)- 16 に 5,000 ㎡事務所ビルにおける熱需要条件

を、また表Ⅲ-1-(2)- 17 に検討ケースを示す。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 16  5,000㎡事務所ビルの熱需要条件 

年間冷水熱量 約 2千 GJ 

年間温水熱量 約 5百 GJ 

 

表Ⅲ-1-(2)- 17 5,000㎡事務所ビルにおける検討ケース 

ケース 備考（想定） 

1）清掃工場から蒸気を受入れないケース

（ガス式） 
- 

2）清掃工場から蒸気を受入れるケース 

（処理量 100t／日） 

清掃工場の炉のメンテナンススケジュー

ルを考慮して蒸気を受入れる。 

3）清掃工場から蒸気を受入れるケース 

（処理量 600t／日） 

清掃工場の炉のメンテナンススケジュー

ルを考慮して蒸気を受入れる。 

4）清掃工場から蒸気を受入れないケース 

（電気・ガス式） 
- 

5）個別空調方式を適用するケース 

（ビルマルチ式） 
- 

 

以下に、5,000 ㎡の事務所ビルに清掃工場の蒸気を供給する場合のシステムフロー図
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と、ビルマルチ方式における試算条件を、それぞれ示す。 

 

 

図Ⅲ-1-(2)- 24 5,000㎡の事務所ビルのシステムフロー 

 

表Ⅲ-1-(2)- 18 ビルマルチ式試算条件 

室内温度設定条件 冷房 28℃  湿度 50% 

暖房 20℃  湿度 50% 

上水・下水使用条件 上水のみ使用。排水はないため下水の使用はない。 

外気条件 外気温度・湿球温度 東京 2010～2014 年（5 年間

平均） 

室外機の設定条件 室外機能力の補正、霜取

運転補正（暖房）を考慮 

高低差：室外機上 20m、冷媒

配管相当長：100m 

室外機及び室内機の

台数および能力 

熱負荷を考慮して下表のような能力及び台数を設定。機種

は、大手メーカーの標準シリーズを想定 
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14.0 16.0 5 70.0 80.0
28.0 31.5 4 112.0 126.0
33.5 37.5 2 67.0 75.0
45.0 50.0 1 45.0 50.0
56.0 63.0 1 56.0 63.0
73.0 82.5 2 146.0 165.0
85.0 95.0 1 85.0 95.0

計 16 581.0 654.0

2.8 3.2 18 50.4 57.6

3.6 4.0 15 54.0 60.0
4.5 5.0 15 67.5 75.0
5.6 6.3 13 72.8 81.9
7.1 8.0 17 120.7 136.0
8.0 9.0 12 96.0 108.0
9.0 10.0 10 90.0 100.0

11.2 12.5 2 22.4 25.0
14.0 16.0 0 0.0 0.0

計 102 573.8 643.5

室外機
（EHP）

室内機

能力
設置台数

出力
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 計算結果 

a) 熱需要比率の高い地域熱供給への供給の場合 

表Ⅲ-1-(2)- 19に地域熱供給へ熱供給を行った場合の比較結果を示す。GEコージェ

ネレーションケースにおいて、GE４基の場合は土曜、日曜・祝日及び夜間も蒸気や温

水を最大限利用することを想定しているため年間 GE蒸気発生量が多くなっている。一

方、GE1基または 2基の場合、電力負荷が小さい時間帯は稼動を停止するため年間 GE

蒸気発生量は比例しており、かつ値が小さくなっている。なお、ジェネリンクと電動

ターボ冷凍機の負荷分担割合（運転時間）の相違より、ジェネリンクの分担割合の多

い GE2基ケースの方が、GE1基ケースよりも、年間使用電力量が低減されている。 

図Ⅲ-1-(2)- 25 および図Ⅲ-1-(2)- 26 に、清掃工場からの電力/熱のトレードオフ

と、システム合計二酸化炭素排出量およびシステムコストの関係を示す。ここでは熱需

要量が大きいために、蒸気受け入れケースは日処理量 100トンの場合と日処理量 600ト

ンの場合で、結果には相違がある。 

現状の二酸化炭素排出係数では、コージェネレーションで用いるガスエンジンの台数

が増加するほど（熱需要があるので）二酸化炭素排出量の面では有利となる。（ただし、

排出量も削減量も、同一の排出係数を用いた評価であることに注意する必要がある。ま

た、コージェネレーションに用いているガスエンジンの効率も現状の機種の性能である。

以下同様。）一方、現在よりも電気の低炭素化が進んだ将来の排出係数を適用すると、

その評価は逆転する。蒸気を受け入れない都市ガス式の地域熱供給の排出量は、将来も

あまり低下しない。一方、コージェネレーションは外部送電量による削減効果が小さく

評価されるために、ネットの排出量が増大する。他方、廃棄物発電による削減効果も低

下するために、廃棄物焼却施設で発電だけでなく熱供給も併用するケースが二酸化炭素

排出量の面からすぐれることになる可能性（範囲）が将来は広がることが分かる。 

総合すれば、試算対象で設定したような条件を有する地域熱供給へ大型のごみ焼却施

設から蒸気供給を行うことが基本的にすぐれているという結果となった。 
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表Ⅲ-1-(2)- 19 比較表（地域熱供給） 

 
※本表では、ユーティリティコストに蒸気購入コストは含まれない。合計コストは図を参照。 

※本表では、蒸気受け入れによる二酸化炭素排出量は含まれていない。合計排出量は図を参照。 

※ガスエンジン４基のケースは、地域冷暖房の熱需要をできるだけガスエンジン排熱で満たすという観点

から台数や運転方法を設定しており、その結果、発電した電気は余剰になることが見込まれる。ここで、

発電した電力は全て自営線等により託送料金の負担なしに売電できた場合という、現状では必ずしも実現

性が容易ではない仮想的な条件での結果を示していることに留意する必要がある。 

 

 

蒸気受入

なしケース 処理量 処理量 地域冷暖房内ビルへ売電 外部に売電

100t/日 600t/日 GE　1基 GE　2基 GE　4基

DHCビル DHCビル

隣接ビル

年間電力量（地冷）MWh 2,048 1,961 1,917 3,742 3,691 4,559

年間外部電力供給量　MWh 0 0 0 3,430 6,860 24,824

　夏季電力供給量　MWh 868 1,736 6,341

　その他季電力供給量　MWh 2,562 5,124 18,483

年間ガス量　kNm3 3,090 1,466 108 2,850 3,539 6,384

ボイラー 3,090 1,466 108 1,990 1,876 669

ジェネリンク 137 218 485

ガスエンジン 723 1,446 5,229

年間補給水量　km3 64 64 62 51 56 66

年間排水量      km3 21 20 19 14 15 15

冷水地域供給量 GJ 61,048 61,048 61,048 61,048 61,048 61,048

温水地域供給量 GJ 62,918 62,918 62,918 62,918 62,918 62,918

年間蒸気内訳(kt) 44 44 45 31 31 24

　年間ボイラ蒸気発生量　kt 44 20 2 29 27 10

　年間蒸気受入量 kt 0 23 43 0 0 0

　年間GE蒸気発生量　kt 2 4 15

　年間地冷内部消費量 kt 44 44 45 31 31 24

　年間地域供給量 kt 0 0 0 0 0 0

年間余剰蒸気kt 0

システムCOP 0.78 0.86 0.94 0.96 0.99 1.1

CO2排出量 t-CO2/年

現時点 7,989 4,305 1,240 8,334 9,851 16,675

ビル側のCO2削減量 0 0 0 1,787 3,574 12,933

ネットのCO2排出量 7,989 4,305 1,240 6,547 6,277 3,741

2030年時点 7,680 4,009 951 7,769 9,294 15,986

ビル側のCO2削減量 0 0 0 1,269 2,538 9,185

ネットのCO2排出量 7,680 4,009 951 6,500 6,756 6,801

コスト計 (百万円） 292 185 95 245 232 167

ユーティリティーコスト 292 185 95 298 339 555

売電収入 54 107 388

熱需要側

蒸気受入ケース GEコージェネレーションケース
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現在の CO2排

出量係数で試

算 

 

※発電の削減

効果量が大き

い。 

 

将来の CO2排

出量係数で試

算 

 

※発電の削減

効果量が小さ

い。 

 

図Ⅲ-1-(2)- 25 清掃工場の電力/熱の比率とシステム合計 CO2排出量の関係 

 

図Ⅲ-1-(2)- 26 清掃工場の電力/熱の比率と蒸気購入コストを含む合計コストの関係 

注）コストは運転時のみであり、初期費は含まない。GEコージェネレーションケースでは売電収入（託

送料なし）も含む。GE４基のケースは、地域冷暖房の熱需要をできるだけ GE排熱で満たすという観点か

ら台数や運転方法を設定しており、その結果、発電した電気は余剰になることが見込まれる。ここで、発

電した電力は全て自営線等により託送料金の負担なしに売電できた場合という、現状では必ずしも実現性

が容易ではない仮想的な条件での結果を示していることに留意する必要がある。蒸気価格は売電価格（18

円/kWh）と見合う設定とした。 
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b) 個別建物への供給の場合（20,000 ㎡で中央熱源方式） 

表Ⅲ-1-(2)- 20 に個別建物（20,000 ㎡）へ熱供給を行った場合の比較結果を示す。ま

た、発電電力量のトレードオフ（電力 GJ/蒸気 GJ）が変化した場合のシステム全体の二

酸化炭素排出量の変化、及びシステム全体のコストの変化を図Ⅲ-1-(2)- 27、図Ⅲ-1-(2)- 

28 に示す。蒸気受け入れケースは日処理量 100トンの場合で比較を行った。 

清掃工場によって場外供給可能蒸気量と発電電力量のトレードオフ（電力 GJ/蒸気

GJ）の値は変化するため、受け入れ側の蒸気利用量が変化しなくともシステム全体の

二酸化炭素排出量は変化する。 

図より、現在も将来も、ごみ焼却発電と蒸気供給を併用する方が、ガス式よりも二

酸化炭素排出量が少ないことは想定どおりであるが、のみならず、電気も熱源に用い

るシステムと比べても、二酸化炭素排出量が相対的に少ない可能性があることが分か

る。また、本試算では、個別建物に導入する熱源システムも現在の機種を想定してい

るために、相対的な削減効果は限られているが、過去に整備された施設であれば、今

回の試算よりも効率が低い建物も少なからずあることが想定されるため、蒸気供給に

よる更新効果（現状からの削減量）は、本試算よりも大きいことが期待できる。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 20 個別建物供給の結果の比較表（20,000㎡で中央熱源方式） 

 

※本表では、ユーティリティコストに蒸気購入コストは含まれない。合計コストは図を参照。 

※本表では、蒸気受け入れによる二酸化炭素排出量は含まれていない。合計排出量は図を参照。 

 

処理量100t/日 処理量600t/日

ガス式 電気・ガス式 ガス式 ガス式

20,000m2事務所 20,000m2事務所 20,000m2事務所 20,000m2事務所

年間電力量MWh 4,397 4,923 4,354 4,354

　　　　熱源電力 524 1,051 482 482

　　　　ビル側電力 3,873 3,873 3,873 3,873

年間ガス量　ｋNm3（ボイラー） 241 7 6

　　　　　　　　　(冷温水機） 49

年間補給水量　km3 9 7 8 8

年間排水量      km3 2 2 2 2

冷水負荷 GJ 9,515 9,515 9,515 9,515

温水負荷GJ 1,969 1,969 1,969 1,969

年間蒸気内訳　ｋｔ

　年間ボイラ蒸気発生量　kt 4 0 0 0

　年間蒸気受入量 kt 0 0 4 4

システムCOP 1 1 1 1

CO2排出量 t-CO2/年

現時点 2,830 2,675 2,283 2,281

2030年時点 2,166 1,931 1,626 1,624

ユーティリティーコスト(百万円） 120 113 104 104

蒸気受入ケース

熱需要側

蒸気受入なしケース
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現在の CO2

排出量係数

で試算 

 

※発電の削

減効果量が

大きい。 

 

将来の CO2

排出量係数

で試算 

 

※発電の削

減効果量が

小さい。 

 

図Ⅲ-1-(2)- 27 清掃工場の電力/熱の比率とシステム合計 CO2排出量の関係 

 

図Ⅲ-1-(2)- 28 清掃工場の電力/熱の比率と蒸気購入コストを含む合計コストの関係 

注）コストは運転時のみであり初期費は含まない。蒸気価格は売電価格（18円/kWh）と見合う設定とした。 
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c) 個別建物への供給の場合（5,000 ㎡で分散方式（ビルマルチ）とも比較） 

表Ⅲ-1-(2)- 21に、個別建物（5,000㎡）へ熱供給を行った場合の比較結果を示

す。また、発電電力量のトレードオフ（電力 GJ/蒸気 GJ）が変化した場合のシステム

全体の二酸化炭素排出量の変化、及びシステム全体のコストの変化を図Ⅲ-1-(2)- 

29、図Ⅲ-1-(2)- 30に示す。 

二酸化炭素排出量については、焼却施設から蒸気を供給する方式の方が、ガス式よ

り排出量が少なくなっている。しかし、ビルマルチ式と比べると、現在及び将来のい

ずれの電気二酸化炭素排出係数を用いた場合でも、同程度となっている。また、ユー

ティリティコストについては、ビルマルチ式の方が下回る可能性が示唆される結果と

なった。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 21 個別建物への供給の場合 

（5,000㎡で分散方式（ビルマルチ）とも比較） 

 
※ビルマルチ式ケースのビル側年間電力消費量は、ガス式の場合と同じ 967 MWhとした。また契約電力は

年間の最大電力負荷（熱源電力とビル側電力の合計）を基に 395kWとした。 

※本表では、ユーティリティコストに蒸気購入コストは含まれない。合計コストは図を参照。 

※本表では、蒸気受入による二酸化炭素排出量は含まれていない。合計排出量は図を参照。 

 

処理量100t/日 処理量600t/日

ガス式 ビルマルチ式 ガス式 ガス式

5,000m2事務所 5,000m3事務所 5,000m2事務所 5,000m2事務所

年間電力量MWh 1,214 1,292 1,185 1,185

　　熱源電力 246 325 216 215

室外機 287

室内機 38

　　ビル側電力 967 967 967 967

年間ガス量ｋNm3（ボイラー） 60 2 2

年間補給水量　km3 2 2 2

年間排水量      km3 1 0 0

冷水負荷 GJ 2,180 2,180 2,180 2,180

温水負荷GJ 471 471 471 471

年間蒸気内訳　ｋｔ

　年間ボイラ蒸気発生量　kt 1 0 0 0

　年間蒸気受入量 kt 0 0 1 1

システムCOP 1 1 1 1

CO2排出量 t-CO2/年

現時点 768 673 622 621

2030年時点 584 478 443 442

ユーティリティーコスト(百万円） 32 29 27 27

電力量料金 21

電力基本料金 8

熱需要側

蒸気受入なしケース
蒸気受入ケース
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現在の CO2

排出量係数

で試算 

 

※発電の削

減効果量が

大きい。 

 

将来の CO2

排出量係数

で試算 

 

※発電の削

減効果量が

小さい。 

 

図Ⅲ-1-(2)- 29 清掃工場の電力/熱の比率とシステム合計二酸化炭素排出量の関係 

 

図Ⅲ-1-(2)- 30 清掃工場の電力/熱の比率と蒸気購入コストを含む合計コストの関係 

注）コストは運転時のみであり初期費は含まない。蒸気価格は売電価格（18円/kWh）と見合う設定とした。 
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なお、ビルマルチシステムにおける COP（一次エネルギーベース）と月別エネルギ

ー使用量は以下に示す通りであり、部分負荷運転での効率低下から、COP は１を下回

ることが多くなっている30。しかし、電気は発電時に二酸化炭素を排出しない電源を含

む各種の発電方式のミックスであり、図に示した比較結果より、廃棄物発電の高効率化

（グラフの横軸に示した発電量 GJ÷供給蒸気 GJ の比率の増大。抽気蒸気を想定した

場合には、タービンの効率の向上や排気圧力の低下等。）が進めば、二酸化炭素排出量

面からは、蒸気供給よりも、ビルマルチ式の優位性が増しうることが分かる。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 22 ビルマルチシステムの COP 

 

 

表Ⅲ-1-(2)- 23 ビルマルチシステムにおける月別エネルギー使用量 

 

  

                                                   
30 エネルギー消費効率実測例における年間エネルギー消費効率として、公益社団法人空気調

和・衛生工学会「ビル用マルチパッケージ型空調システム―計画・設計から性能評価まで―」

（平成 26 年）を参照した。温暖地の EHP（７建物）では、1.0 をわずかに上回る建物も２つ

ある一方で、0.8 を下回る建物も３つあることから、本試算の年間 COP は、一般的な範囲内に

あるのではないかと考えられる。 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間合計
0.66 0.66 0.71 0.66 0.80 0.91 1.17 1.09 0.99 0.76 0.65 0.67 0.84

室外機

冷房 暖房 負荷率 室外機 室内機 計
GJ GJ % MWh MWh MWh

1月 56 118 0 24 3 27
2月 56 99 13 21 3 24
3月 85 86 13 22 3 25
4月 132 17 12 20 3 23
5月 175 9 15 21 3 24
6月 248 0 20 25 4 28
7月 421 0 33 33 4 37
8月 381 0 30 32 4 36
9月 273 0 23 25 3 28
10月 182 4 14 22 3 25
11月 91 44 11 19 3 22
12月 72 96 12 23 3 26

合計/平均 2,169 473 17 287 38 325

電力消費量室外機負荷
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 ４） 今後に向けて 

 高効率発電と熱供給を複合的に行う場合のバランスの検討結果のまとめ 

高効率発電と外部熱供給とは、基本的にはトレードオフ関係にあると観念されるべき

である。エネルギー有効利用の観点からは、高温高圧の熱は、できるだけエネルギーの

質を落とさない方法でまず利用されるべきであり、そのための代表的・一般的で有力な

方策が発電である。 

しかし、一方で、地域において熱需要が化石燃料の燃焼や十分に効率的ではない熱源

システムによって賄われている場合には、そこにエネルギー変換における大きな損失が

ある。つまり、二酸化炭素の無用な排出を招いており、少なくとも大きな排出削減ポテ

ンシャルがあるといえる。このような熱需要に対して、ごみ清掃工場からの熱供給で化

石燃料を代替することができれば、大きな削減効果が期待できる。 

よって、地域の熱需要の質（端的には温度）や量に応じた外部熱供給を、発電量の低

下を最小限に抑える形で実現していくことが追及される必要がある。つまり、ボイラで

発生させた高温高圧の蒸気は、（多くの地域では、そのような高質の熱需要が存在しな

いと思われるので）できるだけ発電に用いつつ、蒸気タービンにおいて温度・圧力が低

下していく中で、外部熱需要が要求する温度や需要量とのマッチングを図っていく計画

策定が重要となる。 

国外における知見として、ごみ清掃工場からのエネルギー回収の期待できる割合とし

て総合効率で整理した結果を下表に引用した。発電にとどまらず、熱も併給することで、

総合効率は大きく高めうることが分かる。また、排ガス復水にヒートポンプを組み合わ

せる方式（後述）では、低位発熱量基準でみて 100%の総合効率が可能であると認識され

ている。 

 

表Ⅲ-1-(2)- 24 ごみ焼却施設からのエネルギー回収の総合効率 

プラント種別 報告されている潜在的な熱回収効率％ 

（熱＋電気）÷（ボイラエネルギー出力） 

発電のみ 17～30 

熱電併給（CHP） 70～85 

蒸気及び/又は温水販売の熱ステーション 80～90 

大規模化学プラントへの蒸気販売 90～100 

排ガス復水を伴う CHP 及び熱プラント 85～95 

排ガス復水及びヒートポンプを伴う

CHP 及び熱プラント 

90～100 

出典：Ni-Bin Chang, Ana Pires, ” Sustainable Solid Waste Management: A Systems Engineering 

Approach”, John Wiley & Sons,（2015/2）より翻訳 
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「ごみ処理施設整備の計画・設計要領」II.1.9 余熱等の有効利用では、余熱利用形態

と必要熱量の用途別の必要熱量の原単位的データや余熱利用実態調査例が示されてい

る。また、「II.3連続運転式清掃工場」には、「ボイラによる余熱利用」の各種方式のフ

ローシート等が示されている。 

しかし、高効率発電と外部熱供給のバランスの考え方や、熱需要と余熱供給方式の組

合せとその選択の考え方などについてはあまり記載されていないように思われる。この

ため、どのような余熱取り出し方式があり、おおよそどのような用途が想定されるかと

いう視点から、本検討結果の整理を以下に試みることとした。 

余熱供給方式としては、下図に示す位置（D を除く。）から取り出すことが考えられ

る。 

 

 

図Ⅲ-1-(2)- 31 代表的な熱の取り出し位置の例（Dを除く） 

注）D から取り出した場合は、その分の温度低下を脱気器で B にあたる低圧蒸気等で補う必要があるため

に、発電効率等の低下を招く。 

 

a) 高圧蒸気（ボイラ蒸気等） Ａ 

高温高圧であることを生かして火力発電や産業利用（化学工場等）と組合せが可能

な場合には、有効な地域エネルギー利活用方策となる可能性がある。 

既存の机上検討事例においては、ごみ清掃工場のボイラ発生蒸気を、近傍の火力発

電に供給することで火力発電所の発電効率を増大させた場合の定量的評価が実施さ

れていた。火力発電所の効率が改善される量を、ごみ発電効率に換算して評価すると
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約 30%という高い数値が得られる。なお、この場合は、焼却施設側は高効率発電の場

合のような高い蒸気条件（4MPa, 400℃）よりも低い蒸気条件で実現可能であること

も、メリットとして考えられる。 

また、国外の事例であるが、韓国のエコインダストリアルパーク（わが国のエコタ

ウンのようなものと考えられる。）であるウルサンにおいては、自治体のごみ焼却施

設から化学工場への蒸気供給が行われることで、CO2 排出量が削減されるとともに、

燃料費の節減効果により、ごみ焼却施設の増設時に化学工場の新たな立地と蒸気供給

量の拡大が行われ、さらに CO2排出量の削減と自治体及び工場側のコストメリットが

拡大したという好循環が生じた実例が研究報告されていた。 

 

b) 抽気蒸気 Ｂ 

一定の発電を行ったあとに圧力・温度が低下した蒸気を取出可能であるために、民

生需要のような、それほどの高温を要さない需要にはボイラ蒸気よりも向くと考えら

れる。電気と熱が可変であるため、熱需要が定常的でなく、相対的に熱需要規模が小

さい場合にも対応可能性がある。なお、熱需要側との間で、最大必要熱量だけでなく、

必要な蒸気温度・圧力のマッチングも必要であり、ごみ焼却施設側の最適設計のため

には年間熱需要パターンも必要とされることから、構想段階からの検討が重要である。 

 

■ごみ焼却施設の発注における外部熱供給に係る留意事項 

実際の要求水準書における外部熱供給に係る項目において、最大能力として必

要となる供給熱量（GJ/時）のみが規定されている場合に、タービン出力規模の最

適設計の観点からは課題の生じうることが指摘されている。 

すなわち、当該供給熱量を基本的には常に満足させる必要があるとすれば、発電

に用いることのできる蒸気量が少なくなる（抽気量が大きくなるという場合も含

む。）ことから、タービン出力は外部熱供給を行わない場合に比べて、小さい値で

設定することが合理的である。 

しかしながら、実際の運用においては、常には最大熱量が必要ではなく、むしろ

最大熱量の出現頻度が稀であるならば、実際にはタービン出力は、より大きな規模

で設計することが最適となる。 

外部熱供給を行う場合の施設の発注においては、当該熱供給の必要最大能力だ

けではなく、想定される年間を通した時間的な変動パターンあるいは負荷出現頻

度などが考慮できるようにすることが望ましいと考えられる。 

 

本検討では、発電と外部熱供給の一般的なバランスの試算結果より、外部熱供給の

減少による発電量の低下の程度及び発電量の低下による売電収入と見合う売熱価格

を試算し、あわせて一般的な排出係数による CO2排出削減量を試算した。その結果、
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売電収入の減少分を補うだけのコストとして売熱価格が設定できるならば、化石燃料

や地域熱供給の原燃料の価格と比べても引き合いうる可能性があること、また、発電

だけを行う場合よりも CO2 排出削減効果は大きいことが示唆された31。ただし、実際

の削減効果は、どのようなエネルギーシステムを代替するかによって相違するために、

事例ごとの評価が必要となる。 

ごみ焼却により発生する熱を民生用に大量に使用しようとすれば、地域熱供給への

供給が有効である。廃棄物焼却に伴う蒸気の地域熱供給での利用については、従前よ

り化石燃料ボイラを用いた蒸気式のシステムでの代替熱源として供給した場合の事

例研究は多くみられる。この場合は化石燃料代替となるために、明らかに CO2削減効

果は大きいものと想定される。そこで、本調査では、高効率発電と熱供給（この場合

は蒸気）のバランスを見極める見地から、コージェネレーションを利用する地域熱供

給とごみ焼却余熱蒸気利用型地域熱供給との比較や、個別建物を対象とした場合に、

電気・ガス式や分散型空調（ビルマルチ）と廃棄物の蒸気供給の比較検討も実施して、

余熱の民生利用の CO2排出面からの比較試算を実施した。 

その結果、従来の事例研究と同様、ガスボイラ方式と比べた場合の CO2排出削減に

及ぼす有効性は（熱輸送に伴うロスが小さいことを前提に）、全ての試算ケースで明

らかであった。 

しかし、地域冷暖房にコージェネレーションを導入した場合32との比較では、電気

の CO2排出係数によって、比較検討結果の様相は相違した。（将来的に）電気の CO2排

出係数が十分低下した場合には、廃棄物余熱による蒸気供給の方が有利となりやすい。 

個別建物への直接的な余熱蒸気供給を想定した場合には、電気・ガス併用式あるい

はビルマルチ式と比べると、優位性は明確ではなく、今回の試算結果を踏まえると、

地域性や個別建物の違いによる変動の方が、現実の比較結果を左右する可能性が高い。

例えば、本試算は東京を想定した場合であったが、寒冷地である北海道であれば、電

気式のビルマルチ方式に比べて、廃棄物余熱蒸気供給が有利となる可能性がある33。 

 

（本部分の試算の課題） 

以上の試算結果においては、単純のため抽気蒸気を取り出した場合の発電低下量を

一定値（固定値）としている場合があり、実際の導入検討においては清掃工場や運転

                                                   
31 なお、電気の CO2 排出係数は、将来的には低下することが期待される。この場合、余熱供給により化

石燃料を削減することが将来的にも担保されるならば、発電よりも熱供給のほうが、CO2 排出削減のう

えでより有利となる可能性があることが分かった。 
32 なお、コージェネレーションの試算ケースの中には、熱需要が大きいことから、外部送電を行うこと

でコージェネレーションの稼働台数・稼働率を増やし、二酸化炭素排出削減効果が大きくなっているもの

がある。しかし、通常は託送料の関係から事業採算上は成立しないため、現時点では参考シナリオとして

の性格が強い点に留意する必要がある。 
33 本試算では、寒冷地で電気ヒートポンプ方式に比べて優位性が増すと考えられるガスヒートポンプ方

式との比較検討は行っていない。 
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状況等により当該数値は変化する点を踏まえた検討が必要である。 

一定値（固定値）であるという点については、今回の試算は簡易なものであるため

に、規模による効率の違いを考慮できていないほか、２炉運転ではなく１炉運転の場

合や、タービン定格出力に比べて投入蒸気量が低下した場合の効率低下なども考慮し

た精緻な評価が必要である。その際には、ボイラや排ガスも含めた熱収支を考慮し、

発電と外部熱供給を評価する上で、より有用なモデルとすることが望ましいのではな

いかと考えられる。 

 

c) 復水排熱 Ｃ 

本調査では検討対象としていないが、 復水排熱は、「排熱」との字のとおり、空冷

式の場合は大気へ、水冷式の場合は冷却水へ、それぞれ廃棄される熱であるために、

これを用いても発電効率とのトレードオフとはならない。さらに、熱量としては大量

であるために、有効に活用できれば望ましい。（なお、復水排熱を利用しようとすれ

ば、水冷式で復水を行うことが想定されるが、これまでは、そもそも多くのごみ焼却

施設で空冷式を採用してきた。） 

しかし、高効率発電を行う場合には、タービン排気圧力をできるだけ低くすること

から、復水温度が環境温度に近づくために、実際にはそのような低い温度での大量の

熱需要を見出すことが難しい場合が多いことも想定される34。（大規模な火力・原子力

発電所の場合には、内外で農業や水産業での利用が行われており35、ごみ焼却施設の

場合にも、水冷式復水器で加熱された冷却水を農業ハウスの加温や淡水魚等の養殖な

どの用途に利用できれば、有意義であると考えられる。） 

このため、現実的な熱需要に応じようとすれば、タービンの排気圧力を発電最大化

の場合よりも高くして（その場合、排気圧力が大気圧以上の背圧タービンとなる可能

性もありうる。）、当該熱需要にみあった温度レベルが得られるまで復水温度を上昇さ

せる必要が生じうるために、発電効率は低下することになる。しかしながら、ボイラ

蒸気から電気として取り出しうる量の一定部分は、既に電気に変換されているために、

大量の熱需要と安定的に結合できるならば、このようなシステムも十分合理性があり

うる。なお、排気圧力を上げた場合には、タービン最後部の大きさが小さくなるため、

その点はコスト低減要因となると考えられる。 

後述する北欧では、実際にこのような方式が採用されている模様である。また、国

内の事例でも、空冷式復水器に水冷式復水器を併設することで、復水排熱を地域熱供

給（温水を媒体とした家庭等への熱供給）に利用している事例がある。 

                                                   
34 検討会委員からの排気条件の指摘を踏まえると、空冷式を想定した場合のタービン出口蒸気条件とし

て、0.015 MPaA では飽和蒸気温度は 54℃となる。さらに、水冷式を想定した場合のタービン出口蒸気

条件として、0.003MPaA では 24℃、0.006MPaA では 36℃となる。よって、例えば汚泥の乾燥等に用い

ることは難しい可能性がある。 
35 http://www.rist.or.jp/atomica/data/dat_detail.php?Title_No=01-04-03-02 
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d) 排ガス Ｅ 

発電とトレードオフとはならない他の「排熱」としては、煙突からの排ガスがある。

排ガスは、環境中へと廃棄される熱を伴っており、かつ、無視できない割合を占めて

いる。 

 
図Ⅲ-1-(2)- 32 ボイラ設備での熱収支の模式図（参考） 

出典：高効率ごみ発電施設整備マニュアル 

 

「高効率ごみ発電施設整備マニュアル」では、燃焼排ガスからより多く熱回収する

ためには、ボイラ設備などからの放熱損失の低減に加え、ボイラ設備から出ていく排

ガスの持出し熱量を低減させる必要があるとし、そのためには、熱回収設備出口の排

ガス温度の低温化36や排ガス量を低減することが効果的であるとしている。 

排ガス温度を低下させる技術としては、「低温エコノマイザ」が示されている。低

温エコノマイザでボイラ給水を予熱することにより、系内への熱回収量を増やすこと

ができる。一方、排ガス温度を低下させると硫黄酸化物による低温腐食が問題となる。

低温エコノマイザとしては、160～170℃程度まで熱回収する事例も出てきているとさ

れている。 

ただし、百数十度の排ガス中では、水が水蒸気として存在している。すなわち、顕

熱に加えて、潜熱も多く含まれているが、これは大気中へ放出されることになる。こ

こで、北欧においては、排ガスも復水させることにより潜熱を回収することで、ボイ

ラ蒸気の復水排熱とあわせて高い熱回収効率としている事例がある。これは、温水を

熱媒体としている地域熱供給が普及しており、その熱源として利用することで実現で

                                                   
36 基幹改良での導入を想定した場合、廃棄物処理法施行規則第 5 条の 2（許可を要しない一般廃棄物処

理施設の軽微な変更）では、例えば、第 4 項で「第 3 条第 1 項第 4 号に掲げる事項に係る変更（排ガス又

は排水の排出の方法又は量の増大に係る変更に限る）」を、第 5 項で「第 3 条第 2 項各号に掲げる事項に

係る変更（同項第 1 号に掲げる数値の変更であって、当該変更によって周辺地域の生活環境に対する影響

が減ぜられることとなるもの（略）を除く。）」を示している。後者（第 3 条第 2 項各号）は、具体的には

「排ガスの性状、放流水の水質等について周辺地域の生活環境の保全のため達成することとした数値」や

「その他一般廃棄物処理施設の維持管理に関する事項」を指す。従って、排ガス温度の低温化がこれらに

合致しない場合（許可の際に上記項目に含まれていない場合が想定される。）には、軽微な変更となる可

能性がある。なお、地方公共団体の環境影響評価条例の対象となっている場合には、個別の制度の規定や

運用により、対応が必要になる場合もありうると考えられるので、事前の確認が必要である。 
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きていると考えられる。そこで、条件が整えば、さらなる熱回収の可能性があること

が分かる。 

 
図Ⅲ-1-(2)- 33 欧州(EU27)の地域熱供給（地域暖房）の普及状況 

注）EU27における地域暖房システムを有する都市（5000人以上）が規模別に示されている。地図では 2445

の地域暖房システムを伴う 2188の都市が示されている。 

出典：“HEAT ROADMAP EUROPE 2050 - SECOND PRE-STUDY FOR THE EU27”, Aalborg University, 2013 

 

排ガス復水の場合には、冷却に用いられる地域熱供給からの還りの温水の温度が低

いことが、効率的な熱回収のために必要であることが指摘されている37。また、北欧

では、排ガス復水に、さらにヒートポンプを付加して、熱回収・総合効率を強化した

運転モードも選択可能とする事例も多いようであるが、ヒートポンプを稼動する場合

は発電効率とのトレードオフが発生する。 

                                                   
37 L.Tobiasen and B.Kamuk (2013) 
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図Ⅲ-1-(2)- 34 排ガス復水とヒートポンプの結合による熱回収効率増大方式例 

出典：各種資料より作成（図はヒートポンプが吸収式の場合） 

 

なお、排ガス復水により排ガス温度が数十℃にまで低下することで、排ガスと環境

（大気）の温度差による浮力が低下するために有効煙突高さは低下すると考えられる。

一方で、排ガス復水が例えば湿式スクラバで行われる場合には排ガス中の大気汚染物

質の除去効率は高まると考えられる。 

 

 今後の課題 

 発電効率と熱供給のトレードオフの定量的関係の試算については、精度の向上や検討

範囲の拡大が望まれる。例えば、本検討では、各種の熱需要に対応しやすい蒸気供給の

場合を中心に調査や試算を実施したが、今後は、復水排熱等の利用ケースを含む温水供

給の場合（需要側では、冷熱を得るために蒸気吸収式冷凍機に用いることは難しくなる

一方、温水利用のための熱交換に伴うエクセルギー損失は低下することが期待される。）

や、本調査で詳細に検討した民生需要では東京以外の寒冷地の場合についても、高効率

発電と熱供給のバランスを検討することで、有用な知見が追加できると見込まれる。 

それらの整理や内外の事例収集を踏まえた、より広範な観点で深度化した知見に基づ

く高効率発電と熱供給のバランスの考え方の充実した提示が、今後の課題である。 

 地域熱供給のための促進策は（１）３）において提案したとおりであるが、その一環

としても、実施設の整備の基本構想を対象とした廃棄物エネルギーの地域利活用を実現

するための検討（実現可能性調査）や計画策定の実践、そして実証や事業化を通じた技

術や知見の蓄積や共有が行われ、理想的な高効率発電と熱供給のバランスが追及されて

いくことが望まれる。  
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 熱供給導入検討施設の選定及び事業計画の作成支援 

環境省担当官との協議の下に、実現可能性の高い下記の自治体の施設を抽出し、事業

計画の作成を支援した。 

 

表Ⅲ-1-(3)- 1 事業計画作成支援対象 

項目 内容 

自治体 A市 

新設または既

存 

新設 

施設の概要 処理対象物 一般ごみ、可燃性粗大ごみ、可燃性残さ 

処理方式 全連続燃焼式(ストーカ式） 

処理能力 110t/日（55t/日×2炉） 

その他 発電効率：14％以上 

事業方式 DBO 

余熱利用につ

いて 

運営事業者は、本件施設を運転することにより発生する余熱を利

用して発電等により、本件施設、リサイクルセンター内で有効利用

するものとする。また、市が計画している余熱利用施設に対しても

温水等により熱供給を行い、有効利用を図るものとする。なお、運

営事業者は、余剰電力を第三者に販売するものとするが、余剰電力

に係る収入については、市の収入とする。 

出典：A市ホームページ及び「施設整備事業及び運営事業募集要項」より作成 

 

 支援対象となった事業計画（構想）では、新ごみ処理施設（焼却施設）の余熱利用施

設として農業施設（作物栽培施設）が想定されており、対象作物の収穫期間・収穫量の

拡大により農家収入の増加に資することで強い農業づくりに期待が示された。 

 このため、具体的な支援内容としては、まず、新ごみ処理施設から供給される余熱の

条件を踏まえて、熱供給に必要となる機器を検討した上で、夏期及び冬期の熱供給シス

テムのモデル案を検討し、Ａ市での実現性も含めてモデル案の比較検討を実施した。ま

た、新ごみ処理施設からのエネルギーの供給量や費用について、熱供給に伴う発電量や

売電収入の低下分を含めた試算を実施した。 

 以上の結果を活用しつつ、Ａ市から提供された参考情報も踏まえて、地域に及ぼす経

済効果、ＣＯ２削減効果等を明らかにした。熱エネルギー供給によるコスト削減効果や

ＣＯ２削減効果は、削減量を算定する上での比較対象となるベースラインの設定に応じ

て数値が変化する。ここでは、仮に、余熱利用がない場合には余熱を活用した冷房及び

暖房システムと同等の機能を全て電力会社からの買電によって空冷式ヒートポンプを

稼動させて実現とするとした場合を、ベースラインと設定して評価した。ここで、余熱

利用ケースにおいて、熱供給を行う場合には、それによる発電低下量を二酸化炭素排出
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要因（削減量の損失）とみなして評価した。 

 余熱利用ケースの排出量は、新ごみ処理施設の年間運転スケジュールやごみ質等によ

って、新ごみ処理施設からのエネルギー供給が変化するために一意に特定することは困

難であるが、条件が整えば、余熱を全量発電に用いるよりも一部を熱として使うことに

よって、農業施設へのエネルギー供給に伴う年間の二酸化炭素排出量を大幅に削減しう

る可能性があることが分かった。なお、本検討は直接的に温熱や冷熱を製造する部分に

重点を置いており、その観点では熱の抽出方法や施設の発電効率等により削減量は変化

するほか、熱供給に伴う各種設備や農業施設側のエネルギー使用量や電気の二酸化炭素

排出係数の値によっても、事業全体の排出量や削減量・削減割合は変動することに留意

する必要がある。また、費用面については、将来の売電価格等によっても大きく変化す

ることに加え、純粋なエネルギーコストのみならず、初期費用等も伴うものであるため

に、より慎重な評価が必要である。 

 地域への経済効果として、継続的な収穫期間を有する農業生産活動が開始できれば、

雇用の創出が期待できる。今回の対象について一定程度の土地が確保できた場合には、

通常の収量の場合でも数名の雇用が期待できると考えられるが、余熱利用によって収穫

量が増大することで、パート形態等も含めれば 10 名程度の雇用創出の可能性もありう

ることが示唆された。 

 



Ⅲ-2-1 

２．RDFを活用した熱利用促進に係る検討 

 

要旨 

RDF の本来の利点である中小規模自治体の廃棄物エネルギーの回収及び温室効果ガス排出量削

減の重要性が増しているが、一方で RDFの普及を妨げている諸課題がある。 

RDF について①生ごみ発酵熱が起因と言われている発火事故②乾燥のため高価な化石燃料が必

要なこと③生ごみ由来の塩素による伝熱管腐食④利用先開拓不足といった諸課題に対し、現状調

査及びグッドプラクティス事例を参考にして、クリアする方策を検討した。検討結果では、生ご

みと可燃ごみの分離処理が RDF諸課題のクリアに有効である。 

又、類似の固形燃料である RPFの需要は堅調である。RPF利用先は、品質が若干劣るが安価で安

定供給可能な RDFの有効利用先となる可能性がある。 

更に、RDF の諸課題をクリア可能な方策の一つとして、（メタン発酵＋固形燃料製造）システム

が考えられる。 

 

目次 

（１）RDF事業の現状 

１）RDF全般 

２）RDF施設・発電所の調査①Aリサイクル発電㈱②Bごみ固形燃料発電所 

（２）RDF事業の役割と効果 

１）役割 

２）CO2削減効果 

３）コスト削減効果 

（３）グッドプラクティス事例 

①製紙会社発電燃料②地域熱供給③染色産業乾燥用蒸気④下水汚泥助燃材 

（４）普及の諸課題と対策 

（５）RDFの熱利用促進に係る提案 

１） 諸課題をクリア可能なシステム 

２） RPFの利用状況との比較検討 

３） 廃棄物利用火力発電システム 

（６）（メタン発酵＋固形燃料製造）システム 

１）システムフロー 

２）アンケート調査 

３）調査・検証項目 

４）システムの可能性検討 

①メタン発酵事例事業概要②ごみ量の変化③生ごみ搬入量④メタン発酵による有機分減少 

⑤施設の稼働状況⑥メタン発酵の物質収支⑦システムの可能性検討 
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（１）RDF事業の現状 

１）全般 

全国 52施設 94市町村の年間 680千トン一般廃棄物から 372千トンの固形燃料製造し、RDF発電

所 5か所で 275千トン、熱利用等で 97千トン利用している。（表Ⅲ-2-(1)-1、2）（平成 24年度の

アンケート）ごみ量 100トン/日以下が、74市町村と多いのが特徴である。１）２） 

ここ 10年間の重油価格上昇に伴い、RDFの熱利用価値について好転し、熱利用先が増加して RDF

製造施設が新設されてもよい状況にあるにも関わらず、RDF製造施設と発電所の新設は、ほとんど

無い状況である。（図Ⅲ-2-(1)-1）RDF事業は、多くの施設が建設された平成 14年当時のダイオキ

シン類対策としては一定の効果はあったが、以降維持・拡充する方策がないのが現状である。 

 

表Ⅲ-2-(1)-1 RDF施設規模と製造量      表Ⅲ-2-(1)-2 RDF利用方法と利用量 

 

 

図Ⅲ-2-(1)-1 RDF利用方法と利用量（平成 24年度）（新聞報道等資料より） 

２）RDF製造施設と RDF発電所の調査 

多くの RDF 施設が稼働した平成 14 年以降、約 13 年が経過し初期トラブルは無くなり、現在稼

働中の RDF製造施設の大部分はグッドプラクティスである。その中で、RDF事業の普及の諸課題を

クリアしているグッドプラクティス事例については、本書の（３）グッドプラクティス事例で報

告する。ここでは、全国 5 か所の RDF 発電所中で、（表Ⅲ-2-(1)-3)代表例として A リサイクル発

電㈱と Bごみ固形燃料発電所の現状の調査結果を示す。 

①Aリサイクル発電㈱ 

RDF発電所の収益は、ごみ焼却炉発電と異なり自治体からのごみ処理収入がなく、RDF施設から

のチッピングフィーと売電収入から成り立っている。全国で 5 か所稼働中の RDF 発電所の一つで

ある A リサイクル発電㈱の事業業績を調査した。A リサイクル発電㈱は C県、D 県の 7 か所の RDF
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製造組合から、約 300トン/日、年間約 8万トンの RDFの供給を受け、発電能力は、20,600kWであ

る。平成 14 年 12 月稼働し、当初の平成 29 年度までが事業計画を、更に 5 年延長し平成 34 年度

まで稼働することが決まっている。しかし、平成 29年度に D県の 2組合が、離脱し以降残り 5組

合の RDF供給となる。原因は、RDF処理費が高い（チッピングフィーが高い 10,500円/RDFトン≒

5,670円/ごみトン(RDF化率 54%)）ためとされている。 

今回の平成 27 年 10 月の調査結果では、売電単価が FIT の効果で従来の約 2 倍に単価アップし

ているため、経営は良好で黒字化し、チッピングフィーの値下げ、補修費対策の積み立てが出来

る状況に収支改善されている。稼働後 13年経過して設備劣化が進んでいる。3回/年×3～4週間/

回の定期メンテナンス（伝熱管摩耗交換、堆積物掃除等）が必要であるが、13 年を経過して損傷

個所を把握して改善を試みている。更新時には、隣接した RDF 発電所を新設するために約 100 億

円必要である。平成 34年度以降 RDF発電事業が継続されない場合があり得る。傘下の RDF製造施

設は、約 13 年経過したが、機械品が多く定期修理交換をすれば、30 年以上の稼働は可能である。

7年後の平成 34年度以降 RDF製造施設は別のごみ処理方式を選択するかどうか喫緊の課題である。 

表Ⅲ-2-(1)-3 RDF発電所（稼働当初） 

 

出典：廃棄物学会論文誌,Vol.18,No.4,pp264-273(2007)  

 

② Bごみ固形燃料発電所 

Bごみ固形燃料発電所は、平成 32年まで稼働予定であるが、以後の稼働は未定であった。 

平成 27年 3月に、平成 15年の火災事故の裁判も結審した。今後の方向性を調査した。 

Bごみ固形燃料発電所に RDFを供給している 6自治体の中で F市 RDF製造施設は、Bごみ固形燃

料発電所に隣接しており、処理量 230ごみトン/日と最大規模の施設なので、今後の発電所の稼働

計画に影響する施設である。 

Bごみ固形燃料発電所では平成 15年の事故を再び起こさないように、発電所への RDF受入れ時の

RDF性状基準は特に厳しいものにしている。F市 RDF製造施設も、万全の安全・管理体制で RDFを

製造・供給している。このため、F 市 RDF 製造施設の維持管理費は非常に高く、3.2 万円/ごみト

ンである。F 市は、平成 32 年度以降のコストについて RDF 方式と焼却炉方式を比較した結果、平

成 32年度までは発電所に RDF供給はするが、以降は維持管理費の安い焼却炉方式を採用する方針

に決定した。F 市の方針から、県下の他の 5 自治体は、RDF 製造施設を廃止し、それぞれ広域化、
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焼却炉等の別のごみ処理方式を模索している。F 市に次いでごみ処理量の多い G 市 RDF 施設 135

ごみトン/日は、RDF施設を廃止し、隣接する既設の産業廃棄物焼却炉に委託処理を検討している。

また、H広域連合は、44ごみトン/日の RDF施設を廃止し I市と広域化焼却炉処理を検討している。 

 

（２）RDF事業の役割と効果 

１）役割 

平成 25年度～29年度の 5か年の新たな「廃棄物処理施設整備計画」では、廃棄物処理に求めら

れているものは大きく変化し、廃棄物エネルギー回収及び温室効果ガス排出量削減の重要性が増

加している。RDF施設は大部分がごみ量 100ｔ/日未満、人口 10万人未満の中小自治体に設置され

ており、廃棄物エネルギー回収と CO2削減に貢献している。 

 

 

一般廃棄物処理事業実態調査（平成 24年度環境省） 

RDF施設規模（平成 24年度廃棄物・３R研究財団） 

 

図Ⅲ-2-(2)-1 RDF事業の役割 

２）CO2削減効果               

RDF の重油等の代替燃料としての熱利用は、経費削減と CO2 削減効果がある。CO2削減効果を表

Ⅲ-2-(2)-1 の条件で、ごみ処理量 10,000 t/年の場合、日量 40 トン（人口約 4 万人）規模の RDF

製造施設および焼却炉（余熱利用あり）と比較した結果を表Ⅲ-2-(2)-2 に示す。RDF を燃料として

熱利用すれば、その分重油を使用しないので、CO2は削減される。ごみトン当りの CO2発生量は RDF

施設 100 kg- CO2/ごみトンに対して、焼却施設 341kg- CO2/ごみトンとなり、その差、241kg- CO2/

ごみトン削減される。 

（341 kg- CO2/ごみトン－100 kg- CO2/ごみトン＝241 kg- CO2/ごみトン） 

蒸気ボイラを導入した先行事例の CO2削減効果を、本書Ⅳ 廃棄物エネルギー利用高度化マニュア

ル①RDFの有効利用で試算している。 
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表Ⅲ-2-(2)-1 温室効果ガス削減試算条件 

 

表Ⅲ-2-(2)-2 RDF施設と焼却施設の CO2排出量の比較 

 

出典：環境省廃棄物処理部門における温室効果ガス排出抑制等指針 2012年 3月より編集 

 

３）コスト削減効果 

RDF蒸気製造ボイラーの経済性（設備投資効果）を把握するため、従来使用していた重油ボイラー

との蒸気トン当たりの単価を試算した。試算のための燃料単価を図Ⅲ-2-(2)-3 に示す。最近、原

油価格が下落しているため、一時は約 90 円/ℓ であった重油単価を 50円/ℓ（資源エネルギー庁平成

28年 1月 A重油価格）と設定した。RDFの単価は変動しないので 2円/kgとしている。重油の発熱量

を 9,000kcal/ℓ、RDF の発熱量を 4,500kcal/kg とすると、発熱量当りの単価は重油の 1/13 であり、

安価燃料として競争力がある。蒸気ボイラを導入した先行事例のコスト削減効果を、本書Ⅳ 廃棄物

エネルギー利用高度化マニュアル①RDFの有効利用で試算している。 

 

       

       

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(2)-2 RDFボイラーフロー           図Ⅲ-2-(2)-3 発熱量当りの価格比 
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（３）RDFグッドプラクティス事例 

現状調査とグッドプラクティス（表Ⅲ-2-(3)-1）から RDF 事業の諸課題の解消に取組み、事業

として成立させて行くための方策を検討する。 

 

表Ⅲ-2-(3)-1 RDFグッドプラクティス事例 

先行事例 

（熱利用先） 
成功の要因 

J リサイクル

センター２） 

 

（製紙燃料） 

（地域熱供給） 

 

生ごみは堆肥にしているため、RDF製造フローには乾燥工程がない。RDF中の塩

素も 0.5％以下と少なく、ごみ処理コストも 2 万円以下と安い。27 年間の操業

実績がある。 

・施設規模：15.0ｔ/日・処理量：2,500ｔ/年 

・生産量：2,300ｔ/年・竣工 ：昭和 63年 7月（平成 13年度設備更新） 

・総事業費：当初 298,850千円、更新 273,000千円 

・ごみ処理コスト：16,359円/ごみトン 

 

処理フロー             RDF写真 

 

 

 

 

 

 

RDF利用先 

 

 

 

 

K 市資源化セン

ター 

地域暖房会社 

 

（地域熱供給） 

K 市資源化センターは、生ごみを含まない木くず・紙くず・廃プラの原料配

合割合による性状コントロールにより RDF中の塩素も 0.2～0.3％と少ない。 

地域暖房会社は、家庭への熱供給用ボイラー等の設備は安定して稼働しており、

平成 14 年稼働以来 13 年間熱導管による地域熱供給事業の実績がある。年間約

17,000トン（平成 24年度）の RDFを利用し、K市と地域暖房会社が協力して廃

地域暖房会社 
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棄物エネルギーの地域熱供給に取組んでいる。地域熱供給導入事例は、全国 137

か所で行われており、そのうち廃棄物エネルギーを利用しているのは下図に示

す 8か所である。 

廃棄物エネルギーによる地域熱供給導入事例 

 

（出典）一般社団法人日本熱供給事業協会ホームページ 

 

 

 

 

 

 

RDF貯留場         RDF（RPF）径 30mm×長さ 90mm 

民間染色会社、

製綿会社等２） 

 

（染色又は製綿

の乾燥用蒸気） 

L市にある民間の染色会社工場は、平成 27年に既設重油ボイラーの老朽更新に

伴い RDF と RPF による蒸気製造用ボイラー（発生蒸気量 3t/h×5 基、内 3 基が

RDF用、2基が RPF用）を導入した。安定した品質、安価および安定供給可能な

RDFを約 1,000トン/月利用している。RDF中の塩素は、利用する蒸気が、200℃、

0.8MPaと低温・低圧のため、蒸気用ボイラー伝熱管腐食への影響はない。 

 

 

 

 

灰ホッパーと排気塔 

ストーカ炉      

 

RDF受入れホッパー 

RDF径 15mm×長さ 30mm 
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（公財）岡山環

境保全事業団 

水島クリーン

センター２） 

 

 

下水汚泥焼却

炉の助燃材 

水島クリーンセンターでは、脱水後の下水汚泥 209トン/日の焼却のため、従

来廃プラ 66 トン/日を助燃材として利用していたが、廃プラ供給不足のため重

油を使用せざるを得なかった。重油の代わりに安価および安定供給可能な RDF

に切替えた。操業面でも流動床焼却炉底部において RDF の火持ちが良さから汚

泥焼却量の増加効果もある。平成 23年度から約 5年間 500～700 RDFトン/月継

続使用している。 

 

 

 

 

 

水島クリーンセンター 既設廃プラ用ピットに RDF投入 流動床焼却炉 

重油代替のメリットの概算 

RDF の発熱量を重油の 1/2、RDF 使用量は 6,000 トン/年とすると、重油使用量

は約 3,000kℓ/年となる。（図Ⅲ-2-(2)-3 発熱量当りの価格比参照） 

RDF購入費：6,000トン/年×1,000×＠2円/kg≒0.12億円/年 

重油購入費：3,000 kℓ/年×1,000×＠50円/ℓ≒1.5億円/年 

（＠50円/ℓ:資源エネルギー庁平成 28年 1月 A重油価格） 

RDFの重油代替のメリットは、年間 1億円以上ある。 

出典）環境施設 No.131（2013年 3月）より 

 

（４）普及の諸課題と対策 

多くの RDF 施設が稼働した平成 14 年以降、約 13 年が経過し、設備は安定化し、トラブルは無

くなっている。現状調査及びグッドプラクティス事例を参考にして対策を考える。 

表Ⅲ-2-(4)-1 普及の諸課題をクリアする方策 

普及の諸課題 方策（成功例から考える） 

１．RDF火災につ

いての誤解 

RDF発電所、製造施設ともに事故以来約 12年以上経過するが、安全に稼働し

ている。また、発火原因が究明され法的にも安全対策が確立されている。この

間 RDF貯蔵槽に関する消防法の改正等も行われている。究明された発火原因と

安全対策について、周知してゆくことが必要である。  

２．塩素が高い。 

（通常 RDF 塩素

濃度は、 0.3～

1.5％）  

製紙会社用には、生ごみ（無機塩素含有）を分別し、塩ビプラ除去、更に低

塩素化が必要な場合は、低塩素廃プラを混合し、基準塩素濃度 0.3～0.5％の固

形燃料が製造されている。（J市、N町他） 

製紙会社自家発用以外は、燃焼排ガス対策上塩素は低い方がよいが、特段塩

素は問題にはなっていない。RDF 発電所は塩素濃度 1.5％以下を受入基準とし

ている。（Aリサイクル発電㈱、Mリサイクル発電所） 

蒸気製造用（染色会社、製綿会社等）は、塩素濃度基準は比較的緩くそのまま

使用可能である。最大塩素濃度 2.0％仕様の RDFボイラーが開発されている。  
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３．RDF製造工程

で化石燃料（灯油

等）を使用してい

る。  

RDF製造工程の乾燥・脱臭灯油原単位は、60～90ℓ/ごみトン≒900kcal/ごみ kg

≒1,800kcal/RDF-kg、固形燃料の発熱量 4,500kcal/kg の約 40％を消費する。 

（消費された kcalの大部分は、生ごみ由来の水分除去 60→10％に使用される）

水分と塩分を多く含む生ごみを分別処理して、可燃ごみだけを高発熱量・低塩

素 RDFにする方法が、エネルギー回収及び CO２削減に望ましい。 

生ごみを分別収集し、メタン発酵または堆肥にして可燃ごみだけを乾燥工程無

しで安価に RDF化する方式を採用する、（J市、N町他） 

生ごみの好気性発酵熱を利用してごみを乾燥後、異物除去して RDF化する方式

（トンネルコンポスト方式を採用する。（O市） 

４．流通  

（熱利用の場合）  

 

 

RDF熱利用流通の仕組み 

類似の固形燃料 RPFの場合には、産廃プラから製造するので、供給者側（RPF

製造者・産廃事業者）は、産廃プラ処理の受託収益と販売収益の両方を享受出

来、収益差が RDFと比較して大きいので、RPF 製造施設を新設・拡充するイン

センティブが働くが、RDF 製造自治体にはインセンティブが働かない。RDF を

良好に流通している RPFと同じ流通方式に近づける。公設民営・DBO 方式、既

設の場合は長期包括（操業メンテ、RDF 販売を含む）契約等、自治体が RDF 施

設を新設するインセンティブが働く仕組み（民間が責任を持って販売利用先を

探す）とする。 

５．流通  

（発電の場合） 

チッピングフィ

ーが高いと言わ

れている。 

  

 

RDF発電所利用流通の仕組み 

RDF発電所利用の場合では、RDF製造費は 2～3万円／ごみトン、チッピングフ

ィー約 0.5 万円／ごみトン（≒1.0 万円／RDF トン）と輸送費約 0.2 万円／ご

みトン（≒0.4万円／RDFトン）を加えても、合計約 2.7～3.7万円／ごみトン

である。この金額は、中小規模焼却炉のごみ処理費と比較して同等である。３） 

RDF 発電所の収益は、ごみ焼却炉発電と異なり自治体からのごみ処理収入がな

く、RDF施設からのチッピングフィーと売電収入から成り立っている。 RDF発

電所の収益不足により、FIT の終了し売電収入の増加分が終了する 6 年後の平

成 34年度以降は継続するか未定であることは、喫緊の課題である。RDF製造施

設を含めて対応策が必要と考えられる。 

 



Ⅲ-2-10 

（５）RDFの熱利用促進に係る提案  

１）諸課題をクリア可能なシステム 

現状調査及びグッドプラクティス事例を参考にして、普及を妨げている諸課題のクリアする方

策を検討した。①生ごみ発酵熱が起因と言われている発火事故②乾燥のため高価で CO2を発生する

化石燃料が必要なこと③生ごみ由来の塩素によるボイラー伝熱管腐食④利用先開拓不足といった

普及を妨げている諸課題に対し、これらの諸課題をクリア可能なシステムとして、後述する（メ

タン発酵＋固形燃料製造）システムが、RDFの熱利用促進の方向性の一つとなると考えられる。 

 

２）産業廃棄物由来の RPFの利用状況との比較検討 

RDFは、RPFと比較して安価であるが発熱量が低く塩素濃度も高い。また、紙、厨芥を多く含

むためバイオマス比率は高くその利用は CO2削減に寄与する。（表Ⅲ-2-(5)-1） 

表Ⅲ-2-(5)-1 RDFと RPFの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RPFの販売先は、製紙会社が 84％を占め、次いで石灰メーカーが 8％と続き、最近はこの 2業

種で約 93％を占めている。（図Ⅲ-2-(5)-1）製紙業界で使用するエネルギーの約 1割が RPF等の

廃棄物エネルギーで賄われているといわれており、特に再生紙工場ではバイオマスエネルギー

になる副産物（黒液等）が不足するので、RPFへの依存率は高い。 

 

 

                      図Ⅲ-2-(5)-1 RPF販売先の内訳４） 
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RPF 施設の新設数と製造能力推移を見ると、平成 17 年をピークに新規製造施設は減少し、製

造能力も平成 18年をピークに増加していない。（図Ⅲ-2-(5)-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(5)-2  RPF施設の新設数と製造能力推移４） 

 

RPFの需要は、平成25年度で製造能力110万トン/年以上の160万トン/年ある。（図Ⅲ-2-(5)-3） 

同じ流通ルートに乗せれば品質は若干劣るが安価で安定供給可能な RDFの拡販は有効である。 

  

   

      

図Ⅲ-2-(5)-3  RPF需要推移と生産実績（出典）日本 RPF工業会ホームページ 
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３）廃棄物利用高効率火力発電システム 

廃棄物等を燃焼する焼却炉ボイラーで発生した蒸気を既設火力発電所ボイラーの給水系に熱導管

で結合し、発電所側は燃料節減、焼却炉側では通常廃棄物発電では困難な 27～30％高効率発電を達

成可能とするシステムである。本システムは、環境省平成 26 年度 CO2排出削減対策強化誘導型技術

開発・実証事業 「廃棄物等利用高効率火力発電システムの実用化研究」を行っている。６）７） 

RPF を利用した場合の FS を実施しているが、RDF を利用した場合は、バイオマス比率が 6 割程度

（RPFは 3割程度）あるため、更に中小自治体の CO2削減に寄与するメリットがある。  FSは完了

しているので、今後、実用化するためには電力会社、ボイラメーカ、RDF製造施設を運営する自治体

がプロジェクトを組み事業化及び普及に向けた実証を実施する段階にあるといえる。 

尚、システムの詳細については、本書Ⅲ 廃棄物エネルギーの熱利用促進に向けた検討１．地域へ

の熱供給促進にかかる検討（２）２）「ボイラ蒸気を高温高圧用途（火力発電）に利用する場合」で

取り上げている。 

 

（６）（メタン発酵＋固形燃料製造）システム 

１）システムフロー 

（メタン発酵＋固形燃料製造）システムは、生ごみと可燃ごみを分別収集又は機械選別し、生

ごみはメタン発酵によりガス発電をする。可燃ごみは、ガス発電の排熱等により発酵不適物とメ

タン発酵汚泥を乾燥して固形燃料（RDF）又はフラフを製造し、熱利用するシステムである。固

形燃料（RDF）又はフラフは焼却炉による高効率発電（RDF発電）利用も可能である。（図Ⅲ-2-(6)-1） 

 

調査①ごみ分離技術の実証    調査②分離物のエネルギー利用ケーススタディ 

 
図Ⅲ-2-(6)-1 （メタン発酵＋固形燃料製造）システムフロー 

 

２）アンケート調査 

（メタン発酵＋固形燃料製造）システムに関しては、自治体へのアンケート調査を実施した５）。

調査対象は、国内 1,221 焼却施設のうち、平成 34 年までに更新時期を迎える 100t/日以下の中小

規模自治体の焼却施設 154 施設と既設 RDF 施設 42 施設、合計 196 施設である。 アンケート回収
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は 104施設で全体回収率は 53％、アンケート結果の一例を図Ⅲ-2-(6)-2に示す。Q：（メタン発酵

＋固形燃料製造）システムのデータ・費用対効果に関心はありますか？に対して、A：関心がある

のは 37％と関心が高いことがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-(6)-2 アンケート結果の一例 

 

 

３）実証試験項目 

RDF を活用した熱利用促進を図るためには、生ごみのメタン発酵を取り入れた方が効果的と考

えられるので、（メタン発酵＋固形燃料製造）システムについて調査・検討する。 

現在メタン発酵については、自治体、民間で実証が着実に進んでおり、個々の技術についての

データが蓄積されつつある。（メタン発酵＋固形燃料製造）システムフローに沿って考える。事

業系一廃を含む生ごみを分別してメタン発酵すれば、可燃ごみの発熱量は上がり、塩素分と水分

も少なくなり容易に乾燥出来ることから、固形燃料（RDF）製造の場合には、高品質で安価に固

形燃料(RDF)又はフラフが製造出来、熱利用及び焼却炉による高効率発電が可能になる。生ごみ

と可燃ごみの分離処理では、収集ごみの約半分を占める紙ごみの分配が、メタンガス発生量と発

熱量及び RDF又はフラフの製造量と発熱量に影響することから、収集ごみ分離技術の選択は重要

になる。表Ⅲ-2-(6)-1は（メタン発酵＋固形燃料製造）システムを実用化するための実証試験項

目例である。 

 

 

表Ⅲ-2-(6)-1 （メタン発酵＋固形燃料製造）システム実証試験項目例 

 

 

実証試験項目 備考 

① ごみ分離機の技術データの分析 分別収集又は汎用性のある機械選別 

生ごみ（事業系一廃を含む）と可燃ごみ 

② 分離物（生ごみスラリー、RDF又はフラフ）

のメタン発酵試験、分析検査により、 

メタンガス発生量・発熱量（発電量） 

RDF又はフラフ製造量・発熱量（高効率発

電量、RDF熱利用量） 

熱利用設備又はボイラー＋熱供給システム 

焼却炉＋高効率発電システムについて、  

CO2 削減効果・エネルギー回収率・費用対効果

ケーススタディ 

Q：（メタン発酵＋固形燃料製造）システムの 

データ・費用対効果に関心はありますか？ 

A：関心があるのは 37％。  
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４）システムの可能性検討 

（メタン発酵＋固形燃料製造）システムの可能性を検討するため、P市にあるメタン発酵事例を

調査した。  

① 事業概要 

P市にあるメタン発酵事業の目的は、ごみ処理コストの削減、埋め立て処分場の延命、CO２排出

量の削減であり生ごみの焼却処理からメタン発酵へ転換した。施設は自治体では全国最大規模の

65トン／日処理能力があり、中温メタン発酵方式を採用している。15年間のPFI事業方式で、メタ

ンガス及び発酵残渣の有効利用策として、メタンガス発電＋残渣の固形燃料化を実施している。

PFI事業総額は約47億円（設計・建設：19億円、運営：28億円）運営期間平成25年7月～40年6月で

ある。施設が隣接インフラと連携しており、排水は下水処理場へ発酵不適物はごみ焼却施設処理

出来るため残渣の処理先が確保された条件で稼働しているのがこの事業の特徴である。このため、

施設全体がコンパクトになり、より低廉な運営費の実現を可能としている。また、FITにより発電

量の85％を売電（15％自家消費）、売電益で運営コストを大幅に削減している。発酵残渣は、固

形燃料化してセメント工場に売却している。平成25年7月から約2年半順調に稼働しており、施設

見学者は年間約3,000人に上る。以下、P市にあるメタン発酵施設の最近の操業実績データを、図

Ⅲ-2-(6)-3～7で示す。 

 

② 生ごみ分別前後のごみ量の変化 

分別前後の平成24年度と平成26年度ごみ量の変化から生ごみメタン発酵の割合は全体の約

12％を占める。生ごみメタン発酵により焼却量が約23％減少し、焼却割合は全体の約57％と低く

なっている。（図Ⅲ-2-(6)-3） 

 

③ （事業系＋家庭系）生ごみ搬入量 

直近の生ごみ搬入量は、年間約15,000トンで、家庭系：事業系＝3：1季節変動は比較的小さい。

事業系生ごみは全体の25％を占める。 生ごみ搬入量は、当初計画量65t/日には満たないが平成

26年度実績で42ｔ/日であり、安定した搬入量である。（図Ⅲ-2-(6)-4） 

 

図Ⅲ-2-(6)-3 分別前後のごみ量の変化（ｔ/年）  図Ⅲ-2-(6)-4 生ごみ搬入量（ｔ/月） 
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④ メタン発酵による有機分減少 

生ごみ中の有機分は90％、この有機分が微生物によりメタンガスに転換し固形分は1/5に減少す

る。（図Ⅲ-2-(6)-5） 

 

⑤ 施設の稼働状況（メタンガス発生量と発電量・売電量） 

メタンガスの発生量は、年間約 185万ｍ３、このうち 85％を発電用に利用している。年間発電量は

274万 kWhでこのうち 240万 kWhを FITで売電（約 1億円）している。4月は発電機の定期点検のた

め減少しているが、年間を通じて安定して稼働している。（図Ⅲ-2-(6)-6） 

図Ⅲ-2-(6)-5メタン発酵による有機分減少   図Ⅲ-2-(6)-6メタンガス発生量と発電量・売電量 

 

⑥メタン発酵の物質収支 

P市にあるメタン発酵施設は、住民が生ごみと可燃ごみに分別した後に中温メタン発酵する方式

である。P市は、生ごみからの不適物と可燃ごみを既設の焼却炉（発電機無し）で、焼却処理して

いる。メタン発酵の物質収支、エネルギー収支を示す。（図Ⅲ-2-(6)-7） 

 
図Ⅲ-2-(6)-7 メタン発酵物質収支・エネルギー収支（平成26年度実績） 
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⑦システムの可能性検討 

（メタン発酵＋固形燃料製造）システムの可能性を検討する視点で、P市にあるメタン発酵施設

のメタン発酵の物質収支、エネルギー収支を見る。現状、発酵槽からの残渣を脱水ケーキ後、メタ

ンガス燃焼乾燥機で乾燥して固形燃料化してセメント会社に売却している。残りのメタンガスは一

部余剰燃焼するが、大部分はガス発電して電力量 6,697kW/日、メタン発酵設備全体電力消費量

3,636kW/日を差し引いた 3,061kW/日の電力量を回収している。P市にあるメタン発酵施設では、生

ごみから機械選別された不適物を現状は焼却しているが、（メタン発酵＋固形燃料製造）システム

では、メタン発酵後の脱水汚泥、分別後の可燃ごみと共に乾燥後、固形燃料又はフラフを製造する

ために電力とメタンガスを消費する。このように P市にあるメタン発酵施設は、（メタン発酵＋固

形燃料製造）システムと部分的には異なる処理フローであるが、メタン発酵の物質収支、エネルギ

ー収支を見ると（メタン発酵＋固形燃料製造）システムが成立する可能性があることを示している。 
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第２回作業部会： 平成 27年 11月 27日（金）14：00～17：00 

 

（３）委員構成 

   （敬称略、◎委員長） 

（学識経験者） 

◎加藤政一 東京電機大学 工学部電気電子工学科 教授 

川本克也 岡山大学環境管理センター長 岡山大学大学院環境生命科学研究科教授 

高岡昌輝 京都大学大学院 地球環境学堂資源循環科学論分野 教授 

田中 勝 公立鳥取環境大学 客員教授 

 

（自治体） 

浅川勝男 東京二十三区清掃一部事務組合 総務部企画室長事務取扱 総務部担当部長 

荒井喜久雄 公益社団法人 全国都市清掃会議 技術部長 

鈴木達哉   福島市 環境部あらかわクリーンセンター 参事兼所長 

高橋俊道 北九州市 環境局環境未来都市推進部地域エネルギー推進課 主査 

 →大庭繁樹   同課 政策係長（第３回検討会より委員変更） 
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２）プラント系ＰＰＳグループ、プラントメーカグループ 

（プラント系 PPSグループ構成メンバー） 

・荏原環境プラント株式会社 

・JFEエンジニアリング株式会社 

・新日鉄住金エンジニアリング株式会社 

・株式会社タクマ 

・日立造船株式会社 
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